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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 第16期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損失である

ため、記載しておりません。 

４ 第16期については、当期純損失であるため、自己資本利益率及び株価収益率は記載しておりません。 

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高 (千円) ― ― ― ― 2,115,483 

経常損失(△) (千円) ― ― ― ― △669,928 

当期純損失(△) (千円) ― ― ― ― △901,160 

純資産額 (千円) ― ― ― ― 906,197 

総資産額 (千円) ― ― ― ― 2,906,511 

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 11,584.55 

１株当たり当期純損失

(△) 
(円) ― ― ― ― △13,788.71 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 
金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 26.6 

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― ― 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △581,961

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △1,673,721

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 1,493,252

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― ― 234,337

従業員数 (人) ― ― ― ― 270 



(2) 提出会社の経営指標等 

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 
２ 第15期までの持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 
３ 第12期、第13期及び第14期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、ストックオプション制度導入に伴う新株
引受権残高が存在しますが、当社の株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませ
んので、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりません。 
 なお、第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純損
失であるため、記載しておりません。 

４ 第14期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、記載しておりません。
５ 第16期については、当期純損失であるため、自己資本利益率及び株価収益率は記載しておりません。 
６ 当社は、平成13年10月30日付で普通株式１株を２株に、また、平成16年10月20日付で普通株式１株を４株に株式分割して
おります。 

７ 第16期より連結財務諸表を作成しているため、持分法を適用した場合の投資利益、営業活動によるキャッシュ・フロー、
投資活動によりキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロー及び現金及び現金同等物の期末残高について
は、記載しておりません。 

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

売上高 (千円) 1,117,021 1,728,712 2,472,450 1,954,635 1,364,802 

経常利益又は 
経常損失(△) 

(千円) 44,458 109,830 228,999 161,243 △618,231 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(千円) 2,670 46,055 105,146 108,254 △864,951 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 297,780 297,780 297,780 533,430 612,480 

発行済株式総数 (株) 13,696 13,696 13,696 65,070 66,688.87 

純資産額 (千円) 664,468 710,523 815,670 1,498,224 808,268 

総資産額 (千円) 1,047,789 1,124,024 1,245,523 1,879,284 2,552,785 

１株当たり純資産額 (円) 48,515.49 51,878.19 59,555.36 23,024.81 12,120.15 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり中間 
配当額) 

(円) 
― 
(―) 

―
(―) 

―
(―) 

― 
(―)

―
(―)

１株当たり当期純利益 
金額又は当期純損失(△) 

(円) 194.99 3,362.69 7,677.17 1,696.77 △13,234.66

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― 1,645.60 ―

自己資本比率 (％) 63.4 63.2 65.5 79.7 31.7 

自己資本利益率 (％) 0.4 6.7 13.8 9.4 ― 

株価収益率 (倍) ― ― ― 91.9 ― 

配当性向 (％) ― ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △171,877 246,658 △32,362 214,650 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △49,104 △54,210 △36,065 △125,706 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △39,356 ― ― 558,750 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) 208,733 401,180 332,752 980,447 ―

従業員数 (人) 71 92 106 131 142 



２ 【沿革】 

平成３年４月 
  

株式会社エクゼ(静岡県富士市松岡)設立(資本金10百万円)。
本社所在地を静岡県富士市松岡に置く。 

平成３年７月 本社を静岡県富士市伝法に移転。 

平成３年12月 
  

井上保雄氏より株式会社エクゼの譲渡を受け、田中純夫が代表取締役に就任。本社所在地を静岡
県静岡市新川に移転。 

平成９年３月 本社所在地を静岡県静岡市南町11－１に移転。 

平成９年12月 物流システムをSCM対応統合物流システムNexusと命名。 

平成10年６月 Nexus Intranet版を西華産業株式会社と共同開発・販売。 

平成10年６月 Nexus及びNexus Intranet版を統合し、以降をNexusⅡとして販売開始。 

平成10年12月 
  

NTTデータ・イントラマート特約店契約を締結。Web受発注システム for Nexusを開発、株式会社
エヌ・ティ・ティデータより販売。 

平成11年５月 NexusⅡ Linux版開発・販売。 

平成11年６月 SIパートナー制度開始。 

平成12年２月 東京支店開設。 

平成13年４月 コンサルティング部門を設立。 

平成13年８月 SAP社ソフトウェアパートナープログラム認定取得。 

平成13年10月 社名を株式会社フレームワークスに変更。 

平成13年10月 NexusⅡを改め「Logistics Station」シリーズを発表。 

平成14年３月 マイクロソフト株式会社とロジスティクス分野での協業を発表。 

平成14年５月 
  

韓国CJ DREAM SOFT CO.,LTD(現CJ Systems CO.,LTD)と販売代理店契約を締結、韓国での製品販
売を開始。 

平成14年12月 菱通ジャパン株式会社と販売代理店契約を締結、中国での製品販売を開始。 

平成15年10月 大阪支店開設。 

平成15年11月 マイクロソフト株式会社「．NETアプリケーションアワード」『最優秀賞』を受賞。 

平成16年１月 本社所在地を静岡県静岡市南町14－25に移転。 

平成16年６月 東京証券取引所マザーズに上場。 

平成16年10月 「Logistics Station iWMS®LEX」販売開始。 

平成16年10月 名古屋支店開設。 

平成17年３月 中国子会社「北京飛龍日恒科技有限公司」設立。（現連結子会社） 

平成17年11月 株式会社日本ビジネスクリエイトの株式取得。（現連結子会社） 

平成17年12月 
  

株式会社シーエスシステムズの株式取得。（現連結子会社） 
同100％子会社のC.S.Factory Co.,Ltd.も子会社化。（現連結子会社） 

平成18年１月 

平成18年２月 

ＡＧインベストメント１号投資事業組合への出資。（現連結子会社） 

「Logistics Station iWMS®中国語版」を開発、中国情報産業省へ登録。 

平成18年３月 中国上海駐在員事務所開設。 



３ 【事業の内容】 

(1) サプライチェーン・マネジメント(SCM)およびロジスティクスの必要性 

物流とは、原材料の調達から、製品の生産、消費者への販売に至るまでの“モノの流れ”であり、社会、産業、

生活すべてを支える基盤・ライフラインであると言えます。 

経営管理手法として注目を集めるサプライチェーン・マネジメント(SCM：Supply Chain Management、以下「ＳＣ

Ｍ 」という。)は、資材や原料の調達から生産、流通、販売及び消費までの企業や組織の壁を越えた“モノの流

れ”を、一つのビジネス・プロセスとして捉え、経営資源や情報を共有し、全体の最適化を目指してプロセスの無

駄を徹底的に削減することを目的とするものであります。サプライチェーン全体を最適化することは、在庫の削

減、配送の迅速化、重複作業の排除に貢献するものであり、結果として、企業の収益力改善やキャッシュ・フロー

の向上に繋がるものと考えられています。 

また、ロジスティクスとは、市場が必要とする量だけを生産し、あるいは仕入れ、売れた分を必要量だけ補充す

るという仕組みをマネジメントすることであり、物流の上位概念として位置づけられています。 

近年、製品の多品種化・製品サイクルの短期化・流通経路の多様化などが進む中、市場の需要に対して必要な量

だけを供給するというロジスティクスの概念は、コスト低減や経営資源の有効活用だけではなく、企業の競争力に

直結する戦略的課題として重要視されています。加えて、ＩＴ先端技術であるＲＦＩＤ1技術が物流活動への本格的

な応用段階を迎えており、企業のＳＣＭ・ロジスティクス改革の機運は高まってきていると言えます。また、企業

のコンプライアンスや内部統制が重要性を増す中、企業間取引を仲立ちする物流活動を適切に管理するということ

は、特に重要な焦点となってくると思われています。 

これまで取り組まれてきた部門単位の情報管理・最適化から、企業あるいは企業間の全体規模での全体最適を実

現するには迅速な情報伝達と情報共有が必要であります。調達、生産、流通、販売、消費それぞれに存在する在庫

データ、受発注データ、決済データ等の莫大な情報を収集・加工・伝達するには情報技術の活用が極めて重要であ

ります。 

  

(2) 物流センター管理システム(WMS：Warehouse Management System)2の役割・必要性 

サプライチェーン・マネジメントを実現するためのシステムは、主として以下のシステムにより構成されます。 

  

① 基幹系システム 

全社的な活動の根幹となる情報システム。ERP3、販売管理システム、生産管理システム、会計システム等。 

② 実行系システム 

商品や部品などの実物フロー管理を担うシステム。物流センター管理システム、輸配送管理システム4、輸出入

管理システム5、機器制御システム6等。 

③ 計画系システム 

POSデータ等の需要情報をもとに需要予測を行い、生産、配送等各種計画の修正に繋げることを目的としたシス

テム。 

  



物流センター管理システムは、物流活動において保管・供給の結節点となる物流拠点（物流センター）の在庫管

理・情報管理・作業支援を行うシステムです。物流現場の実物データ（在庫情報）をリアルタイムに把握・管理

し、基幹系システム（主にERP）と連携して情報の同期を図ることで、過不足の少ない調達販売に寄与します。ＳＣ

Ｍやロジスティクスを構築・実現する上で極めて重要なシステムであります。 

  

(3) 当社および当社グループの事業内容 

当社は、ロジスティクスやＳＣＭの構築・実現において重要なシステムである物流センター管理システムを事業

の核として、顧客の要件・要望に応じたシステムの修正・追加・開発やメンテナンス・サポート、物流業務のプロ

セス改善提案や物流戦略の企画提案を行うコンサルティング・サービス等、先進的なＩＴ技術や管理手法を応用し

た付加価値の高いソリューションを提供しております。 

このうち、物流センター管理システムについてはパッケージ製品として自社開発しており、受託開発されるシス

テムと比べ、開発期間・導入期間の短縮、品質の安定、コスト削減等が可能になると考えております。また、自社

開発した物流センター管理システムを有償でライセンス許諾するなどパートナー企業への技術情報・ソースコー

ド・技術教育等の提供も行っており、幅広い顧客層への製品提供に取り組んでおります。 

当社グループとしては、サプライチェーンやロジスティクスに資することを主な目的としたソリューション提供

を事業展開しており、ソフトウェアの提供、システム・インテグレーション、コンサルティング・サービス等を併

せて提供しております。 

なお、当社グループは、当社（株式会社フレームワークス）、連結子会社5社（北京飛龍日恒科技有限公司、株式

会社日本ビジネスクリエイト、株式会社シーエスシステムズ、C.S.Factory Co.,Ltd.、ＡＧインベストメント1号投

資事業組合）および非連結子会社1社（マトリックス・ＦＷＸ投資事業組合）により構成されております。 

  

当社および当社グループの具体的な区分別の業務内容は、次のとおりであります。 

  

品目名 主要品目

サプライチェーン・ロジスティ
クスソリューション 

■システム・インテグレーション 

・ソフトウェアの修正・追加および他システムとの連携に関わる設計・開発・導入作業全般 

■コンサルティング・サービス 

・物流業務の調査、分析、指導およびシステム化に関わるコンサルティング 

・ＳＣＭの企画やビジネスプロセス改善提案等を主力とした経営コンサルティング 

・その他業務の調査、分析、指導および情報システム化に関わるコンサルティング 

ソフトウェアライセンス 

■パッケージライセンス 

・ソフトウェアのライセンス販売および保守サポート 

■パートナーライセンス 

・パートナー制度に基づく、ソース公開・教育およびサポート 

ハードウェア・ソフトウェア 
プロダクトセールス 

・他社製ソフトウェアおよび機器(サーバー等)の販売並びにそれらに関わる付帯サービス 



(4) 製品及びサービスの提供方法について 

当社における製品及びサービスの提供方法は、当社が直接顧客に対して行うほか、SIパートナーや販売パートナ

ーといったパートナー企業を経由して行われる方法があります。これは、直接販売だけでは広い営業エリアや顧客

層に対して製品及びサービスを提供することができないため、パートナー企業と連携することにより、国内外の

様々な企業に製品及びサービスを提供することを目的としているものです。当社は今後とも、パートナー制度を有

効に活用することで、幅広い顧客層に製品及びサービスを提供していく方針であります。 

  

SIパートナー及び販売パートナーの概要については以下のとおりであります。 

① SIパートナーについて 

自社開発の物流センター管理システムである「Logistics Station iWMS」を有償でライセンス許諾（パートナ

ーライセンス）し、技術情報、ソースコード、技術教育等を提供しております。 

これにより、SIパートナーは、当該製品の販売をはじめとして、システムの機能追加や部分修正などシステ

ム・インテグレーションの実施も許諾されるため、システムの販売から導入までを一貫して顧客に提供するとと

もに、顧客の要望に応じて自らカスタマイズや機能追加を行うことが可能となります。 

当社としては、SIパートナーが顧客へ販売するライセンス数に応じ、一定のライセンス料をパッケージライセ

ンス収入として受け取っております。 

平成18年5月末現在、商社、エンジニアリング企業、ハードベンダー等21社との間で「SIパートナー契約」を締

結しております。詳細につきましては、「第一部企業情報 第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」をご参

照ください。 

② 販売パートナーについて 

販売パートナーは、自社開発の物流センター管理システムである「Logistics Station iWMS」を代理販売しま

す。このためシステムの導入や顧客の要望に応じたカスタマイズや機能追加については、直接当社が実施するこ

ととなります。 

当社としては、販売パートナーが顧客へ販売するライセンス数に応じ、一定のライセンス料をパッケージライ

センス収入として受け取っております。 

平成18年5月末現在で、商社、エンジニアリング企業、ハードベンダー等10社との間で「販売パートナー契約」

を締結しております。詳細につきましては、「第一部企業情報 第２ 事業の状況 ５ 経営上の重要な契約等」を

参照ください。 

  



以上述べた事項を事業系統図によって示しますと概ね次のとおりとなります。 

  

 

  

（注）上記に加え、ＡＧインベストメント1号投資事業組合およびマトリックス・ＦＷＸ投資事業組合が、その出資比率等から法令上、当社の子会

社に該当しますが、これらはいずれも投資事業組合であることから、本事業系統図には記載しておりません。 

  



[用語解説] 

  

1 ＲＦＩＤ（Radio Frequency Identification） 

 微小な無線IC（集積回路）チップによりモノを自動識別・管理する仕組み。耐環境性に優れた数cm程度の大きさのタグにデータを

記憶し、電波や電磁波で読み取り機と交信する。タグはラベル型、カード型、コイン型、スティック型など様々な形状があり、用

途に応じて選択する。流通業界でバーコードに変わる商品識別・管理技術として研究が進められてきたが、それに留まらず社会の

IT化・自動化を推進する上での重要な技術基盤として注目が高まっている。 

2 物流センター管理システム(WMS：Warehouse Management System) 

物流拠点での業務・設備の総合的管理機能を有するシステムであり、入荷・検品から格納・保管、出庫・ピッキング、流通加工、

出荷に至る一連の業務、並びに棚卸、在庫管理、業務管理などの管理機能を有するシステム。 

3 ERP(Enterprise Resource Planning) 

経営資源利用計画システムであり、生産管理システム、販売管理システム、会計システムなどから構成される。 

4 輸配送管理システム 

配車、請求、運行などの管理を行うシステム。 

5 輸出入管理システム 

輸出入にかかわる情報(PackingList,INVOICE,Shipping instructionなど)を管理するシステム。 

6 機器制御システム 

バーコードスキャナや車載端末などの機器のコントロールを行うシステム。 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

当連結会計年度における当社の関係会社は、次のとおりであります。 

（注）1.主要な事業の内容には、事業の品目名を記載しております。 

   2.㈱日本ビジネスクリエイト、㈱シーエスシステムズ、ＡＧインベストメント１号投資事業組合は特定子会社に該当しております。 

3.議決権の所有割合の（ ）は間接所有割合であり、株式会社シーエスシステムズが所有している株式であります。 

4.ＡＧインベストメント1号投資事業組合およびマトリックス・ＦＷＸ投資事業組合は、当社の事業展開上、高い付加価値を有するビジネスを

展開している企業を中心に投資を行うものであり、いずれも業務執行組合員が投資判断や運営を行います。当社は、これらの企業の成長を支

援すると共に、出資先企業との業務的な連携により、当社グループの事業領域の補完や新ビジネス展開等のシナジー効果を目指して出資をし

ております。なお、ＡＧインベストメント1号投資事業組合およびマトリックス・ＦＷＸ投資事業組合に関しましては、いずれも投資事業組

合ではありますが、法令に基づき、子会社として記載しております。 

5.㈱日本ビジネスクリエイトおよび㈱シーエスシステムズについては、売上高（連結相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が

10％を超えています。 

(1) ㈱日本ビジネスクリエイトの主要な損益情報      

① 売上高      332百万円 

     ② 経常利益      73百万円 

     ③ 当期純利益     67百万円 

     ④ 純資産額      61百万円 

     ⑤ 総資産額     186百万円 

 (2) ㈱シーエスシステムズの主要な損益情報 

① 売上高      429百万円 

     ② 経常損失(△)   △45百万円 

     ③ 当期純損失(△)  △45百万円 

     ④ 純資産額     230百万円 

     ⑤ 総資産額     387百万円 

  

名称 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合(％) 

関係内容 

（連結子会社）        

北京飛龍日恒科
技有限公司 

中国北京市 US$150,000 

サプライチェーン・ロジスティ
クスソリューション 
ソフトウェアライセンス 
ハードウェア・ソフトウェアプ
ロダクトセールス 

66.7 
パッケージシステムの販売
開発業務の外注取引 
役員の兼任２名 

㈱日本ビジネス 
クリエイト 

東京都 
千代田区 

150,000 
サプライチェーン・ロジスティ
クスソリューション 

86.1 
コンサルティング業務の外
注取引 
役員の兼任１名 

㈱シーエスシ 
ステムズ 

東京都中央区 10,000 

サプライチェーン・ロジスティ
クスソリューション 
ソフトウェアライセンス 
ハードウェア・ソフトウェアプ
ロダクトセールス 

51.0 
開発業務の外注取引 
役員の兼任１名 

C.S.Factory 
Co.,Ltd. 

ベトナムホー
チミン市 

US$100,000 
サプライチェーン・ロジスティ
クスソリューション 

100.0 
(100.0) 

開発業務の外注取引 

ＡＧインベスト
メント１号投資
事業組合 

東京都港区 125,171 投資事業組合 99.9 ―

（非 連 結 子 会
社) 

        

マトリックス・
ＦＷＸ投資事業
組合 

東京都港区 60,375 投資事業組合 95.2 ―



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。臨時従業員については、最近１年間におけるその総数が従業員数の100分の10未満で

あるため、記載を省略しております。 

２ 当社および連結子会社は単一事業分野において事業を行っており、単一事業部門で組織されているため、従業員数は全社

共通としております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 従業員は就業人員であります。臨時従業員については、最近１年間におけるその総数が従業員数の100分の10未満である

ため、記載を省略しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人) 

全社共通 270 

合計 270 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

142 33.0 2.8 6,184 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度における我が国経済は、原油高をはじめとした原材料の高騰、量的緩和解除による金利上昇など

懸念材料が残るものの、大企業を中心とした企業収益の改善や設備投資の増加、個人消費の堅調な推移に支えら

れ、景気は緩やかな回復基調をたどりました。 

情報サービス業界におきましては、企業の投資意欲は緩やかな回復傾向にありますが、各企業の投資に対する姿

勢は慎重であり、コストや技術力、提案力の差別化要求だけではなく、信頼性の高い事業者への選別が一層進んで

おります。 

当社グループの属するＳＣＭ・ロジスティクスソリューション業界は、企業がＳＣＭやロジスティクスを戦略的

課題として重要視してきていること、ＩＴ先端技術であるＲＦＩＤ技術が物流活動への本格的な応用段階を迎えて

いることなどを背景として、企業のＳＣＭ・ロジスティクス改革の気運が高まっており、当社の主たる事業分野で

ある物流センター管理システムおよび周辺サービス市場は各社の競合が強まっている状況にあります。 

当社は従来、ロジスティクスやＳＣＭの構築・実現において重要なシステムである物流センター管理システムを

事業の核として、物流システムの構築や物流に関するコンサルティング・サービス等を一貫して提供してまいりま

したが、このような経営環境の中で他社との競合に勝ち抜きソリューションプロバイダーとして成長していくため

には、ソリューションラインナップ、販売力、サービス力、製品開発力など総合的なスケールメリット（範囲の経

済性）の追求が重要な課題となります。 

この課題に対し、当社は、中国への事業展開として北京飛龍日恒科技有限公司を設立するとともに、株式会社日

本ビジネスクリエイト（ＳＣＭを主とした経営コンサルティング事業）、株式会社シーエスシステムズ（システ

ム・インテグレーション事業および医療情報系システム開発）、C.S.Factory Co.,Ltd.（システム・インテグレー

ション事業を営みオフショア開発を請け負う、ベトナム現地法人）をグループ会社化することで企業グループを形

成し、ソリューションプロバイダーとして更なる成長を図ってまいりました。 

  

当社の近年の業績状況といたしましては、数年間にわたり継続して売上高の多くを占め、当社の業績に大きな影

響を与えてきた大型のシステム開発案件（顧客企業の要件により、大規模なシステムの修正・追加・開発を伴う案

件。）が前事業年度から端境期を迎えており、売上高が大きく落ち込んでいる状況にありました。 

このような状況を踏まえ、当社は前事業年度より新営業チャネルの開拓に一貫して取り組み、企業グループの形

成や業務提携、新分野におけるアライアンスパートナーの開拓など様々な施策に取り組んでまいりました。 

その結果、新規顧客の見込み案件数は増加し、新規の大型案件（大型のライセンス供与および継続的なシステム

開発を伴う案件）も複数件が契約交渉に至りました。 

これら新規の大型案件は、いずれもプロジェクト開始時期に大型のライセンス供与を伴うものであり、売上面・

利益面ともに非常に大きく寄与する案件でありましたが、契約時期のずれ込みにより当初予定の売上高が目標未達

となり、これを主な要因として当社および当社グループの業績は大きく落ち込んだまま推移することとなりまし

た。また、子会社の株式会社シーエスシステムズにおいて、電子カルテを中心とした医療情報系システム開発事業

が伸び悩んだことも当社グループの業績に影響いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は2,115,483千円となりました。売上高の大幅減少により、製造原価（労

務費、製造経費）や販売費及び一般管理費を吸収しきれず、のれん償却額の影響もあり、経常損失が669,928千円と

なりました。また、保有する投資有価証券のうち時価のある有価証券については、評価差額は全部純資産直入法に

より貸借対照表上認識しておりますが、そのうち中国事業にかかわる有価証券について当初予定より当該企業の事



業の進展が遅延していることから再評価を行い、評価損を特別損失として計上することといたしました。加え

て、繰延税金資産の回収可能性について見直しを行い、繰延税金資産を取崩して法人税等調整額を計上した結果、

当期純損失は901,160千円となりました。 

  

なお、当社は当連結会計年度より、北京飛龍日恒科技有限公司、株式会社日本ビジネスクリエイト、株式会社シ

ーエスシステムズ、C.S.Factory Co.,Ltd.（株式会社シーエスシステムズの100％子会社）、ＡＧインベストメント

1号投資事業組合の5社を連結子会社とした連結決算を行っておりますが、当連結会計年度は連結初年度であるため

前期との比較はしておりません。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は234,337千円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、次のとおりです。 

なお、当連結会計年度は連結初年度であるため、前連結会計年度との比較は記載しておりません。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、使用した資金は581,961千円となりました。 

これは、主に税金等調整前当期純損失756,190千円によるものです。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は1,673,721千円となりました。 

これは主に、新規連結子会社取得による1,372,783千円の支払および投資有価証券取得による229,933千円の支

払によるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果獲得した資金は1,493,252千円となりました。 

これは主に、社債の発行1,485,232千円の増加によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 連結財務諸表は、当連結会計年度より作成しておりますので、前期比は記載しておりません。 

２ 金額は、製造原価によっております。 

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当連結会計年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 連結財務諸表は、当連結会計年度より作成しておりますので、前期比は記載しておりません。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 

３ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注実績 

当連結会計年度の受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 連結財務諸表は、当連結会計年度より作成しておりますので、前期比は記載しておりません。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

生産高(千円) 前期比(％) 

サプライチェーン・ロジスティクス
ソリューション 

1,482,568 ―

合計 1,482,568 ― 

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

仕入高(千円) 前期比(％) 

ハードウェア・ソフトウェア 
プロダクトセールス 

162,699 ―

合計 162,699 ― 

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

受注高 
(千円) 

前期比
(％) 

受注残高
(千円) 

前期比 
(％) 

サプライチェーン・ロジスティクス
ソリューション 

1,731,975 ― 429,266 ―

ソフトウェアライセンス 253,376 ― 81,306 ― 

ハードウェア・ソフトウェア 
プロダクトセールス 

218,421 ― 29,107 ―

合計 2,203,772 ― 539,680 ― 



(4) 販売実績 

当連結会計年度の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 連結財務諸表は、当連結会計年度より作成しておりますので、前期比は記載しておりません。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

    ３ 主な相手先別の販売実績及び該当販売実績の総販売実績に対する割合 

  

  

品目 

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

金額(千円) 前期比(％) 

サプライチェーン・ロジスティクス 

ソリューション 
1,657,046 ― 

ソフトウェアライセンス 258,430 ― 

ハードウェア・ソフトウェア 

プロダクトセールス 
200,006 ― 

合計 2,115,483 ― 

  
当連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

相手先 
金額
(千円) 

割合 
(％) 

日本電気株式会社 345,453 16.3 

株式会社シーエスネット 259,537 12.3 

松下電器産業株式会社 224,831 10.6 



３ 【対処すべき課題】 

当社は、顧客企業のＳＣＭ構築やロジスティクス改革に関する様々な改善ニーズに対して、コンサルティングか

らシステム導入まで一貫したサービスを提供するソリューションプロバイダーであり、今後とも、常に先端のＩＴ

技術に通じるとともに、高度化・多様化する顧客ニーズを先取りした高付加価値なサービスの提供に努めてまいり

ます。 

当社の今後の経営課題およびその対策は以下のとおりであります。 

  

（1）特定製品(「Logistics Station iWMS」)の開発および研究開発体制の維持 

当社の事業は、その大部分が、自社開発の物流センター管理システム「Logistics Station iWMS」に関連するも

のであります。当社は、顧客ニーズを先取りした高付加価値なソリューションの提供に向け、ソフトウェア・通信

技術・物流機器・物流管理技術など常に先端の技術動向を研究しており、本製品の改良および次期製品開発に取り

組んでおります。 

また、当社は顧客のＳＣＭ・ロジスティクスに関わる様々な改善ニーズに対して、総合的なソリューションを提

供することを目的として、ロジスティクス管理システムのパッケージ化や物流データ解析に関わる研究開発を行っ

ております。これらの研究開発は相当の期間と費用を要するものでありますが、当社の継続的な成長にとっては必

要不可欠なものであると考えております。当社は、今後とも研究開発体制を維持し、将来的な市場動向や技術動向

を勘案した上で、新製品開発に継続的に取り組んでまいります。 

  

（2）人材の確保および育成 

ソリューションプロバイダーである当社にとって、研究開発要員、プロジェクト・マネージャー、コンサルタン

トなどの優秀な人材は重要な経営資源であります。また、当社の今後の継続的な成長を実現するためには、これら

優秀な人材の確保および教育が重要な経営課題であるといえます。 

当社は、引き続き人材採用体制を強化して優秀な人材の確保に取り組むとともに、教育制度を拡充し人材の能力

向上に積極的に努めてまいります。 

  

（3）内部管理体制の強化 

当社は、内部管理体制の強化を、組織的業務効率の向上・経営資源の有効活用・グループ各社の連携強化のため

の重要な課題であると考えており、当社および当社グループの事業規模に応じた内部管理体制の充実を図るととも

に、今後の成長に合わせた内部管理体制の強化に努めてまいります。 

  

（4）プロジェクト品質の向上 

   当社の受注案件数は年々拡大の傾向にあり、プロジェクトの品質管理の必要性がこれまで以上に高まってきてお

ります。当社は今後とも業務ノウハウの整備や教育に取り組むとともに、社内の品質管理体制を強化し、プロジェ

クト品質の向上を図ってまいります。 

  



（5）情報セキュリティの維持・徹底 

顧客企業に信頼される企業であるために、当社は情報セキュリティを重視しております。当社は、個人情報や重

要情報をはじめとする情報資産の管理に関して、プライバシーマークやＩＳＯ２７００１を遵守した情報管理体制

を構築し、情報セキュリティの強化に継続的に取り組んでおります。（当社はプライバシーマークおよびＩＳＯ２

７００１の認証を取得しております。） 

当社は、今後とも情報セキュリティの維持・徹底に努め、顧客企業の情報財産を守り、顧客企業・株主・地域社

会などステークホルダーにより一層信頼される企業を目指してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社および当社グループの事業展開上、リスク要因となる可能性があると考えられる事項を記載

しております。また、投資家の投資判断、あるいは当社の事業活動を理解していただく上で重要であると考えられ

る事項については、投資家に対する積極的な情報開示の観点から記載しております。 

当社および当社グループは、これらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に努める方針でありますが、すべてのリスク予測及びそれらに対する回避を保証するものではありません。ま

た、以下の記載は当社株式への投資に関連するすべてのリスクを網羅するものではありませんのでご留意くださ

い。 

なお、記載された事項で将来に関する事項は、提出日現在入手可能な情報に基づき当社および当社グループが判

断したものであります。 

  

(1) 当社および当社グループの事業内容について 

①研究開発などの成否等について 

当社グループは、先進的なIT技術や管理手法を管理システムに応用することで、付加価値の高いソリューショ

ンを提供することが可能になると考えております。そのため、当社グループでは、ソフトウェア・通信技術・機

器・管理技術に関して新技術動向を研究し、これら技術を応用した新製品の開発を行うとともに、コンサルティ

ング・サービスの基礎となる数理的手法や管理手法の研究開発を行っております。 

これらの研究開発は相当の期間と費用を要するものであるため、将来的な市場動向や技術動向を見越して研究

開発活動に着手する必要があります。 

当社グループは、諸要因の分析を行い、製品開発活動を推進しておりますが、研究開発が計画通り進まなかっ

た場合、あるいは製品化したものの市場性がなく、製品の販売が目論見どおり進まない場合には、当該費用を回

収する収益を計上できず、当社グループの事業および業績に影響を与える可能性があります。 

  

②特定製品(「Logistics Station iWMS」)への依存について 

当社の事業は、その大部分が「Logistics Station iWMS」に関連するものであります。当社では当該製品に継

続的改良を加えるとともに、これに代わる次期新製品の開発を進めております。しかしながら、製品の改良や開

発中の新製品が顧客ニーズに適合しない等の理由により、製品の競争力を失う場合には、当社および当社グルー

プの事業・業績に影響を与える可能性があります。 

  



③当社製品に不具合が生じた場合の影響について 

当社グループでは、製品開発やシステム・インテグレーションに際し、プログラムの不具合であるバグを無く

すことは重要な課題であると考えておりますが、ハードウェア環境やプラットフォームとの相性等の影響によ

り、これを皆無にすることは一般的にも困難であると認識されております。 

当社は、重大な影響を生じさせるバグを回避するために、入念なテストを実施する等の品質管理に取り組み、

信頼性を高めることに努めておりますが、当社が提供する製品および当該製品に関わる技術サポートやシステム

開発等において、当社に責務のある要因で不具合(誤作動・バグ・納期遅延等)が生じた場合には、損害賠償責任

の発生やユーザーの当社に対する信頼喪失により、当社グループの事業および業績に影響を与える可能性があり

ます。 

  

④情報セキュリティについて 

当社グループでは、コンピュータ・システムのバックアップ等の対策を講じ、情報セキュリティ強化に努めて

おります。しかしながら、コンピュータ・ウイルスの侵入、外部からの不正なアクセスによるコンピュータ内へ

の侵入、従業員の過誤等による重要なデータの消去、または不正入手が生じた場合には、信用の著しい低下を招

き、当社グループの事業および業績に影響を与える可能性があります。 

  

⑤競合について 

当社グループが事業を展開するＳＣＭ・ロジスティクス市場は、各社の競合が強まっている状況にあります。

また、当該市場は米国にて先行して確立しており、成長著しい東アジアへ新たな市場機会を求め、米国有力企業

も参入してきている状況にあります。 

物流は、商慣行や物流様式等の影響を強く受けるものであることから、市場特性の理解や物流業務ノウハウの

蓄積が不可欠であります。当社グループでは、これまで蓄積してきた市場特性の理解や物流業務ノウハウを生か

した付加価値の高いソリューションの提供に努めており、競合各社との差別化を図っておりますが、当社グルー

プが考える差別化要因が市場に評価される保証はありません。また、新技術の登場等により当社が将来にわたり

当該市場において一定の地位を継続できるとは限らないことから、当社グループの事業および業績に影響を与え

る可能性があります。 

  

(2) 当社および当社グループの業績推移等について 

①進行基準の採用について 

当社では、売上高のうちシステム・インテグレーションおよびコンサルティングによる売上について、プロジ

ェクトごとに売上原価を発生基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率(プロジェクト別の見積総原価に対

する実際発生原価の割合)に応じて計上する進行基準を採用しております。 

この進行基準の採用により、顧客に対する対価の請求を待たずに利益および対応する債権が計上されることが

あります。 

  



②売上高および利益の季節変動等について 

当社では、顧客の予算上の都合により契約開始時期が４月前後に集中する等の理由により、売上高が下期(12月

～5月)に偏る傾向があり、多額のソフトウェアライセンスが一括で売上計上される時期に、売上高および利益が

偏る可能性があります。 

当社の第14期、第15期および第16期における上期および下期の売上高は次のとおりであります。 
  

（注）第15期および第16期につきましては、大型案件が端境期を迎えた影響から当該売上高が大きく変動しており、ほぼ横ばいに推移

する結果となりました。 

  

③大型案件による売上高および利益の変動について 

    当社の主たる事業は自社開発ソフトウェアである物流センター管理システムの導入に関するものであり、案件

の中には、プロジェクト開始時期に大型のライセンス供与が発生し、その後、中長期にわたり継続的なシステム

開発が行われる案件があります。大型案件と呼ばれる当該案件は、当社の現在の事業規模と比べますと売上面・

利益面ともに非常に大きく影響する案件であり、契約が成立し多額のソフトウェアライセンスが一括で売上計上

される時期に、当社の売上高および利益が非常に大きく偏る可能性があります。 

  

   ④のれんの償却について 

    当社グループでは、ソリューションプロバイダーとして更なる成長を目指すとともに、早期に事業拡大を目指

す目的で、一連の資本・業務提携を行っております。資本提携によって連結子会社化した会社の株式取得に伴

い、当社グループの連結貸借対照表にのれんが計上されることとなり、当連結会計年度においては資産の部で

1,314,623千円ののれんを計上しております。 

こののれんにつきましては、当該会社の事業内容等の諸事情を勘案して、10年の均等償却を行っております

が、関係会社の業績悪化等、その効果が取得時の見積もりに基づく期間よりも早く消滅すると見込まれる状況が

発生した場合には、のれん残高について相当の減額を行う必要が生じることがあり、当社グループの業績および

財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 当社および当社グループの事業体制について 

①会社規模について 

平成18年5月末日現在、当社および当社グループの従業員数は当社が142名、当社グループが270名と小規模な組

織であり、内部管理体制も当該組織規模に応じたものとなっております。今後、事業拡大に応じて人員増強を図

り、内部管理体制も合わせて強化・充実させていく方針でありますが、当社グループの事業拡大や人員増強に対

して適切かつ十分な組織的対応ができるかは不透明であり、これが不十分な場合は、当社グループの業務遂行お

よび拡大に制約が生じ、当社グループの事業および業績に影響を与える可能性があります。 

  

区分 

第14期 

(平成16年5月期) 

第15期 

(平成17年5月期) 

第16期 

(平成18年5月期) 

上期 下期 上期 下期 上期 下期 

売上高(千円) 1,007,170 1,465,280 997,645 956,990 662,579 702,223 

(通期に対する構成比) 40.7％ 59.3％ 51.0％ 49.0％ 48.5％ 51.5％ 

経常利益又は 

経常損失(△)(千円) 
△14,076 243,076 114,858 46,384 △263,853 △354,378 

(通期に対する構成比) △6.1％ 106.1％ 71.2％ 28.8％ 42.7％ 57.3％ 



②特定の人物への依存について 

当社代表取締役社長である田中純夫は、経営責任者として経営方針や経営戦略・事業戦略の決定、取引先との

交流等各方面において重要な役割を果たしております。また、田中純夫は当社の筆頭株主として、平成18年5月末

日現在、当社株式を20,620株(議決権比率30.9％)所有しております。 

このため当社では、田中純夫に過度に依存しないよう業容拡大に伴い経営体制を整備し、外部から能力の高い

人材を採用するなど人員体制を強化して権限の委譲を進めておりますが、このような経営体制が構築される前に

何らかの理由により当社の経営者としての業務を遂行できなくなった場合には、当社グループの事業および業績

に影響を与える可能性があります。 

  

③人材の確保について 

当社グループが今後継続して競争力のある製品およびサービスを提供していくためには、優秀な人材の確保が

必要不可欠であり、案件数の増加や、製品・サービスの提供範囲の拡大に合わせて、プロジェクト・マネジメン

ト能力、コンサルティング能力、研究開発能力を有する人材の確保や育成が重要な課題であります。 

当社グループはこのような認識のもとに積極的に優秀な人材を採用していく方針でありますが、当社の求める

人材が十分に確保出来ない場合、または現在在職している人材が流出するような場合には、当社の事業推進に影

響が出る可能性があるとともに、当社の事業および業績に影響を与える可能性があります。 

  

(4) 知的所有権について 

当社グループが事業を展開する上では、技術、ノウハウ、知的財産等は重要な意味を有するため、これらの保

全に関しては、細心の注意を払っておりますが、それでもなお侵害される可能性は存在することから、当社グル

ープの事業および業績に影響を与える可能性があります。 

また、特許権、実用新案権、商標権、著作権等の知的財産権が今後どのように適用されるかを想定するのは困

難であり、損害賠償および使用差止等の請求を受ける場合や特許権等に対する対価の支払い等が発生する場合に

は、当社グループの事業および業績に影響を与える可能性があります。 

  

(5) ストックオプション制度について 

当社では、業績向上に対する意欲や士気を高め、また優秀な人材を獲得する目的で、新株予約権を付与してお

ります。平成18年5月末日現在、新株予約権による潜在株式総数は2,627株であり、これらの新株予約権が全て行

使された場合、発行済株式総数66,688.87株の3.9%にあたります。 

当社は、今後も将来にわたって当社および当社グループの成長に大きな貢献が期待できる役員および社員に対

して、新株予約権の付与を行っていく可能性があり、付与された新株予約権の行使により発行された新株は将来

的に当社株式価値の希薄化や株式売買の需給への影響をもたらし、当社の株価形成に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 株式会社日本ビジネスクリエイトの株式取得（子会社化） 

当社は、平成17年11月11日の取締役会において、株式会社電通国際情報サービスが所有する株式会社日本ビジネ

スクリエイトの株式を取得することを決議し、同日、株式譲渡契約を締結いたしました。 

  ①株式の取得先 

商号        株式会社電通国際情報サービス 

  ②買収した会社の概要（取得時現在） 

商号        株式会社日本ビジネスクリエイト 

主な事業内容    ＳＣＭの企画やプロセス改善提案を主とした経営コンサルティング事業 

決算期       1月（現在 5月） 

従業員数      31名 

資本金       150百万円 

  ③取得時期、取得株式数、売買価額および取得後の議決権の所有割合 

    契約締結日     平成17年11月11日 

    株式取得時期    平成17年11月22日 

    取得株式数     4,250株 

    売買価額      538百万円 

    取得後の議決権比率 86.1％ 

  

 (2) 株式会社シーエスシステムズの株式取得 

当社は、平成17年12月27日の取締役会において、株式会社シーエスネットから平成17年12月1日に分割された株式

会社シーエスシステムズの株式を取得することを決議し、同日、株式譲渡契約を締結いたしました。 

  ①株式の取得先 

商号         株式会社シーエスネット 

  ②買収した会社の概要（取得時現在） 

商号        株式会社シーエスシステムズ 

            （株式会社シーエスシステムズは平成17年12月1日に株式会社シーエス 

ネットの会社分割により設立されたものであります。） 

主な事業内容    受託開発事業、医療情報システム開発 

決算期       5月 

従業員数      50名 

子会社       C.S.Factory Co.,Ltd 

          （ベトナム社会主義共和国、出資比率100％、従業員数46名） 

資本金       10百万円 

  ③取得時期、取得株式数、売買価額および取得後の議決権の所有割合 

    契約締結日     平成17年12月27日 

    株式取得時期    平成17年12月28日 

    取得株式数     102株 

    売買価額      790百万円 

    取得後の議決権比率 51.0％ 

  



(3) SIパートナー契約 

  

(4) 販売パートナー契約 

  

(5) ソフトウェアパートナープログラム認定契約 

  

契約の名称 SIパートナー契約 

契約期間 
契約締結より１年間。期間満了の１ヶ月前迄にいずれからも何等の意思表示がない場合に

は１年間延長、以降も同様とする。 

契約相手先 

日本ヒューレットパッカード㈱、日本電気㈱、日本ビクター㈱、東洋ビジネスエンジニア

リング㈱、鈴与㈱、鈴与シンワート㈱、㈱フルキャスト、静菱コンピュータ㈱、㈱日立製

作所、サンデンシステムエンジニアリング㈱、㈱イー・エス・エム、CJ Systems CO., 

LTD、菱通ジャパン㈱、㈱CSKシステムズ、㈱アクトシステムズ、松下電器産業㈱パナソニ

ックシステムソリューションズ社、豊田ハイシステム㈱、ヤマトシステム開発㈱、富士ソ

フトディーアイエス㈱、㈱SJホールディングス、アクセンチュア㈱ 

契約目的 
「Logistics Station iWMS」の販売権及びシステムインテグレーションの実施許諾に関す

る契約 

主な契約内容の概要 

① 「Logistics Station iWMS」の非独占的販売権の許諾 

② 上記製品の機能追加や部分修正など実施許諾 

③ 上記業務に関わるソースコード、設計仕様書などの開示 

※ 上記に関わる対価として契約金(SIパートナーライセンス)がパートナーより支払われ

ます。 

契約の名称 販売パートナー契約 

契約期間 
契約締結より１年間。期間満了の１ヶ月前迄にいずれからも何等の意思表示がない場合に

は１年間延長、以降も同様とする。 

契約相手先 

㈱アドバンストビジネスマネジメント、㈱アルゴ21、㈱エヌ・ティ・ティ・データ、西華

産業㈱、㈱第一コンピュータリソース、第一実業㈱、東芝ソリューション㈱、㈱リンク、

㈱イー・エム・コンセプト・アジア、㈱シーエスネット 

契約目的 「Logistics Station iWMS」の販売権の許諾に関する契約 

主な契約内容の概要 「Logistics Station iWMS」の非独占的販売権の許諾 

契約の名称 Software Partner Program‐Marketing Agreement 

契約期間 ６週間前のいずれからの意思表示により、契約を解除できる。 

契約相手先 SAPジャパン株式会社 

契約目的 
SAPジャパンのソフトウェアパートナー製品としての認定及び共同マーケティング活動の実

施に関わる契約 

主な契約内容の概要 

① 「Logistics Station iWMS for SAP R/3」のソフトウェアパートナー製品としての認

定 

② SAPジャパンの公式ウェブサイトでの製品紹介や、各種イベントの開催など共同マーケ

ティング活動の実施 



６ 【研究開発活動】 

当社は、先進的なＩＴ技術や管理手法をロジスティクス管理システムに応用することで、付加価値の高いソリュー

ションを提供することが可能になると考えております。 

 当社は、ソフトウェア、通信技術、物流機器、物流管理技術に関して新技術動向を研究し、新製品の開発を行って

おります。また、コンサルティング・サービスの基礎となる数理的手法や物流管理手法の研究開発も行っており、こ

れらが研究開発活動の中心となります。 

 当連結会計年度における研究開発費の総額は、131,315千円であります。これらは主に開発部門の人件費であり、

その開発の主な内容は以下のとおりであります。 

  

(1) ロジスティクス管理システムの調査・研究 

当社では、ＳＣＭ・ロジスティクス市場における他社製品およびサービスを継続的に調査・研究しておりま

す。機能比較や価格比較はもちろんのこと当社ソリューションとの連携性や拡張性を調査・研究し、新製品開発

や販売活動に役立てております。 

  

(2) ＷＭＳのバージョンアップ 

当社は、ＷＭＳ（物流センター管理システム）を自社開発し、パッケージシステムとして顧客に提供しており

ますが、顧客や案件ごとに、新たな機能の追加や他システムとの連携など様々なニーズがあります。当社はこれ

ら顧客要件を業務ノウハウとして蓄積し、適宜、市場ニーズに準じたバージョンアップを行い、競争力の高い製

品を常に提供できるよう取り組んでおります。 

  

(3) ＷＭＳの中国語化 

中国は「世界の工場」から「巨大マーケット」へと変貌を遂げ、物流システム整備の機運が急速に高まってお

ります。当社は、中国市場を今後の重要な市場として考えており、急激な成長を遂げている中国市場に対し、優

れたロジスティクスソリューションを提供すべく、自社開発のＷＭＳの中国語化を進めてまいりました。 

なお、当該製品「Logistics Station iWMS 中国語版」は平成18年2月に中国経済産業省の国内販売パッケージソ

フトウェアに登録されました。これにより、当該製品を中国国内企業向けに本格的に販売できることとなりまし

た。 

  

  (4) Web対応版の中小型ＷＭＳの開発 

    当社は従来、複雑な業務の運用・管理、多様な周辺システムとの連携などを実現する大企業向けの高機能ＷＭ

Ｓを主要製品として開発してまいりました。しかし、顧客企業の企業規模やニーズにより、市場からはベーシッ

クでコストパフォーマンスの高い製品も要求されております。 

これらに対応すべく、全機能Web対応で利便性に優れ、且つ必要な機能を確保した上でコストを抑えた中堅企業

向けのＷＭＳ「Logistics Station iWMS G3」を開発を進めてまいりました。 

なお、当該製品は、今夏より販売開始となります。 

  



  (5) ＲＦＩＤ対応ツールの開発 

    近年、先端のＩＴ技術であるＲＦＩＤ技術が物流活動への本格的な応用段階を迎えております。当社は、ＲＦ

ＩＤ導入に対応するソリューションとして、ＷＭＳと連携するＲＦＩＤラベル作成ツールをパッケージソフトウ

ェアとして開発いたしました。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

 (1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の連結財務諸表および個別財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき

作成されております。この財務諸表の作成に際しまして、決算日における資産・負債の金額及び報告期間における

収益・費用の金額に影響を与える見積りを行う必要があります。これらの見積りは、過去の実績や状況に応じて合

理的と考えられるさまざまな要因に基づき行なっております。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、

これらの見積りと異なる場合があります。 

当社グループでは、以下にあげる重要な会計方針が、当社の財務諸表の作成において使用される判断と見積りに

影響を及ぼすものと考えております。 

①収益の認識 

当社グループは、売上高のうち、システム・インテグレーション及びコンサルティングによる売上については、

プロジェクト毎にプロジェクト原価を発生基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率（プロジェクト別の

見積原価に対応する実際発生原価の割合）に応じて認識する方法（進行基準）によっております。ただし、業務

内容がプロジェクト管理に適さないコンサルティング契約については、費用は発生時に認識する一方で、収益は

業務完了時に一括して計上しております。 

また、一部の連結子会社のシステム・インテグレーションによる売上について、進行基準を採用するために必要

な精緻なプロジェクト別の見積原価の把握ができない場合は、完成基準によっております。 

当社グループでは、これらの見積りは合理的であると考えておりますが、予測不可能な前提条件の変更等により

見積原価に見直しが必要となった場合、当社の連結財務諸表および個別財務諸表に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

②投資有価証券の評価 

当社グループでは、その他有価証券のうち、時価のあるものについては、決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)、市場時価のないものについて

は移動平均法による原価法で評価しております。なお、有価証券の時価及び価値が著しく下落しているものにつ

いては、投資先の業績予想による回復可能性等を総合的に判断しております。これらの判断に基づき、当連結会

計年度において、投資有価証券を68,018千円減損しております。 

当社グループでは、これらの見積りは合理的であると考えておりますが、予測不可能な前提条件の変更等によ

り、減損すべき金額が増加した場合、当社の連結財務諸表及び財務諸表に影響を及ぼす可能性があります。 

③繰延税金資産の計上 

当社グループでは、繰延税金資産について、実現可能性が高いと考えられる金額へ減額するために評価性引当

額を控除しております。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得および、慎重かつ実現

性の高い継続的な税務計画を検討しますが、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上し

ます。同様に、計上金額の純額を上回る繰延税金資産を今後実現できると判断した場合、繰延税金資産への調整

により当該判断を行った期間に利益を増加させることになります。内訳につきましては、税効果会計関係の注記

に記載のとおりであります。 

  



(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①概要及び売上高について 

当連結会計年度の業績状況といたしましては、数年間にわたり継続して当社の売上高の多くを占めてきた大型

のシステム開発案件が端境期を迎えており、売上高が大きく落ち込んでいる状況にありました。このような状況

を踏まえ、当社グループは新営業チャネルの開拓に一貫して取り組み、その結果、新規顧客の見込み案件数は増

加し、新規の大型案件も複数件が契約交渉に至りました。しかしながら、契約時期のずれ込み等により当初予定

の売上高が目標未達となり、当社および当社グループの業績は大きく落ち込んだまま推移することとなりまし

た。また、子会社の株式会社シーエスシステムズにおいて、電子カルテを中心とした医療情報系システム開発事

業が伸び悩んだことも当社グループの業績に影響いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の売上高は2,115,483千円となりました。利益面につきましては、売上高の減少

により、経常損失が669,928千円、当期純損失が901,160千円となりました。 

②売上原価、販売費及び一般管理費について 

売上原価につきましては、売上の大幅な減少に伴い外注費が減少したものの、製造部門の人員強化に努めたこ

とにより労務費が増加し、1,775,073千円となりました。 

販売費及び一般管理費は、販売部門および管理部門の人員強化や諸経費の増加や、連結子会社化した会社の株

式取得に伴いのれんの償却が発生したことにより、980,103千円となりました。 

未だ成長過程にある当社グループにおいては、優秀な人材の確保は重要な経営課題であり、今後とも積極的な

人材採用に努めてまいりたいと考えております。 

③営業損失について 

上記の結果、営業損失については639,693千円となりました。 

④営業外収益（費用）について 

営業外収益は1,141千円発生いたしました。 

営業外費用は、第1回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年2月発行）の社債発行費や、出資する投資

事業組合の運営費等により、31,376千円発生いたしました。 

⑤経常損失について 

上記の結果、経常損失は669,928千円となりました。 

⑥特別利益（損失）について 

特別利益は、発生しておりません。 

特別損失は、本支店移転費用や投資有価証券の評価損により86,261千円発生いたしました。 

⑦税金等調整前当期純損失について 

上記の結果、第16期の税金等調整前当期純損失は756,190千円となりました。 

⑧当期純損失について 

法人税等調整額等を計上した結果、第16期の当期純損失は901,160千円となりました。 

  



 (3) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

①キャッシュ・フロー 

当連結会計年度において、営業活動の結果581,961千円の現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）を使

用いたしました。一方、新規連結子会社株式の取得や投資有価証券の取得の結果、1,673,721千円の資金を使用い

たしました。また、第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の発行（平成18年2月）やストックオプション権利

行使による株式発行の結果、1,493,252千円の資金を獲得いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物は、234,337千円となりました。 

当社グループは、今後も、営業活動を通じて資金の獲得に努めていくとともに、事業拡大のための投資活動に

積極的に取り組み、継続的な成長を目指してまいります。 

②資金需要 

当社グループの資金需要のうち主なものは、グループ企業拡大のための投資のほか、継続的な研究開発、販売

費及び一般管理費等の営業費用、管理費用によるものであります。当社グループはこれらの資金需要に対し、手

許現金、営業活動によって得られる資金、外部からの借入、株式の発行といった方法で資金調達を行う可能性が

あります。 

  



第３ 【設備の状況】 

  

  

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において、新たなソリューションの提供及びリスク管理体制の整備を目的として、ソフトウェア（58,930千

円）及びファイルサーバー・バックアップシステム（48,500千円）等機器の購入を行い、総額137,298千円の投資を実施いたしま

した。なお、当連結会計年度において重要な設備の除却及び売却等はありません。 

  
  

２ 【主要な設備の状況】 

 (1)提出会社 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 事業所はすべて賃借であります。 

  

 (2)国内子会社 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 事業所はすべて賃借であります。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
帳簿価額(千円) 

従業員 
数(人) 

建物 器具備品
ソフト
ウェア 

合計 

本社 
(静岡県静岡市駿河区) 

内装設備
情報関連機器 

12,302 43,732 48,190 104,226 52 

東京本部 
(東京都千代田区) 

情報関連機器 4,265 5,494 70,326 80,087 55 

大阪支店 
(大阪府大阪市淀川区) 

情報関連機器 2,997 4,668 8,540 16,205 33 

その他 情報関連機器 ― 669 ― 669 2 

合計 19,566 54,564 127,056 201,187 142 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
帳簿価額(千円) 

従業員 
数(人) 

建物
車両
運搬具 

器具備品
ソフト
ウェア 

合計 

株式会社日本ビジ
ネスクリエイト 

本社(東京都 

千代田区) 
内装設備 
情報関連機器 

8,051 ― 12,796 ― 20,847 25 

株式会社シーエス
システムズ 

本社(東京都 
中央区) 

内装設備 
情報関連機器 

2,566 270 2,565 13,619 19,022 59 

合計 10,618 270 15,361 13,619 39,870 84 



(3)在外子会社 

平成18年５月31日現在 

(注) １ 事業所はすべて賃借であります。 

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容
帳簿価額(千円) 

従業員 
数(人) 

建物 器具備品
ソフト
ウェア 

合計 

北京飛龍日恒科技 
有限公司 

本社 
(中国北京市) 

内装設備 
情報関連機器 

― 1,706 ― 1,706 4 

C.S.Factory Co.,Ltd 
本社 
(ベトナムホーチ
ミン市) 

内装設備 
情報関連機器 

727 3,700 339 4,767 40 

合計 727 5,406 339 6,473 44 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

（注） 提出日現在発行数には、平成18年８月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の 
行使（新株予約権付社債の権利行使を含む）により発行された株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  ①旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく新株引受権の内容 

(平成13年８月24日定時株主総会決議) 

(注) １ 新株引受権の権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、１株当たりの発行価格は株式分割または株式

併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

２ 権利付与日以降、時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券及び旧商法第280条ノ19の規定に基づ

く新株引受権の権利行使の場合を除く)するときは、次の算式により１株当たりの発行価格を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は切り上げることとします。 
  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 219,136 

計 219,136 

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年５月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年８月29日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 66,688.87 66,688.87
東京証券取引所
マザーズ 

― 

計 66,688.87 66,688.87 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)１、４、５ 

1,112 1,112 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注)４ 

１株当たり50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年11月１日から
平成20年10月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 
(注)２、４ 

発行価格  50,000
資本組入額 25,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



  

３ 主な新株引受権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 
(1) 権利を付与された者は、当社株式が日本証券業協会に登録若しくはいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、
権利行使することができる。 

(2) 権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後も、権利付与契約に定める条件により、権利
を行使することができる。 

(3) 新株引受権を第三者に譲渡、質入、その他一切の処分及び相続をすることはできない。 
(4) その他の権利行使の条件は、本株主総会決議及びその後の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との
間で締結する新株引受権付与契約に定めるところによる。 

４ 平成13年10月30日付で普通株式１株を２株に、また、平成16年10月20日付で普通株式１株を４株に分割したことに伴い、
新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行
価格及び資本組入額の調整を行っております。 

５ 新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失した株数を控除し
た数のことであります。 

  

(平成13年11月16日臨時株主総会決議) 

(注) １ 新株引受権の権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、１株当たりの発行価格は株式分割または株式
併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとします。 

２ 権利付与日以降、時価を下回る価格で新株を発行(転換社債の転換、新株引受権証券及び旧商法第280条ノ19の規定に基づ
く新株引受権の権利行使の場合を除く)するときは、次の算式により１株当たりの発行価格を調整し、調整により生じる
１円未満の端数は切り上げることとします。 

３ 主な新株引受権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 
① 権利を付与された者は、当社株式が日本証券業協会に登録若しくはいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、権
利行使することができる。 

② 権利を付与された者は、当社の取締役または従業員たる地位を失った後も、権利付与契約に定める条件により、権利を
行使することができる。 

③ 新株引受権を第三者に譲渡、質入、その他一切の処分及び相続をすることはできない。 
④ その他の権利行使の条件は、本株主総会決議及びその後の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役及び従業員との間
で締結する新株引受権付与契約に定めるところによる。 

４ 平成13年10月30日付で普通株式１株を２株に、また、平成16年10月20日付で普通株式１株を４株に分割したことに伴い、
新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の発行
価格及び資本組入額の調整を行っております。 

５ 新株引受権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失した株数を控除し
た数のことであります。 

  

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後発行価格＝調整前発行価格× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日) 

新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)１、４、５ 

136 136 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 
(注)４ 

１株当たり50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年12月１日から
平成20年10月30日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 
(注)２、４ 

発行価格  50,000
資本組入額 25,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額 

調整後発行価格＝調整前発行価格× 
時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



②平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権の内容 

(平成16年８月24日定時株主総会決議及び平成17年１月17日取締役会決議) 

  
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整により生じる１株未満の

端数については、１株の100分の1の整数倍に当たる部分は、新株予約権の目的たる株式の数としてこれを取扱い、１株
の100分の1に満たない端数の部分はこれを切捨てる。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使し
ていない目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生じる1円未
満の端数については、これを切上げる。 
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × １／分割（または併合）の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が時価を下回る払込価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合及び平
成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使により新株式を発行する場合は、含まない）ま
たは自己株式の処分を行う場合は、新株予約権の目的たる株式の払込価額を、次の算式により調整し、調整により生じ
る1円未満の端数については、これを切上げる。 

４ 主な新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 
(1) 新株予約権の行使の条件 
① 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時に当社の取締役、監査役、従業
員、相談役及び当社と顧問契約を締結している顧問の地位にあることを要す。ただし、当社の取締役もしくは監査役
を任期満了により退任した場合、定年退職その他自己都合によらない正当な理由のある場合にはこの限りでない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できない。ただし、下記③に規定する「新株予約権割当契約書」
に定める条件による。 

③ その他の条件は、平成16年８月24日開催の第14期定時株主総会決議及び平成17年１月17日開催の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによる。 

(2) 新株予約権の消却事由及び条件 
① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認された場合、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案ならびに株
式移転の議案につき株主総会で承認された場合は、新株予約権を無償で消却することができる。 

② 新株予約権者が、権利行使をする前に新株予約権割当契約書に定めるところにより、新株予約権を行使できなくなっ
た場合、当該新株予約権は無償で消却することができる。 

③ その他の条件は、平成16年８月24日開催の第14期定時株主総会決議及び平成17年１月17日開催の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによる。 

(3) 新株予約権の譲渡制限 
   新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
５ 新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪 
失した株数を控除した数のことであります。 

  

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日) 

新株予約権の数(個) 
(注)１ 

1,166 1,156 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)１、５ 

1,166 1,156 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注)２、３ 

１株当たり 168,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月25日から
平成22年８月24日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 168,000
資本組入額 84,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(平成16年８月24日定時株主総会決議及び平成17年８月８日取締役会決議) 

  
(注) １ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整により生じる１株未満の

端数については、１株の100分の1の整数倍に当たる部分は、新株予約権の目的たる株式の数としてこれを取扱い、１株
の100分の1に満たない端数の部分はこれを切捨てる。ただし、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権を行使し
ていない目的たる株式の数についてのみ行われるものとする。 
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率 

２ 新株予約権発行後、当社が株式の分割または株式の併合を行う場合は、次の算式により調整し、調整により生じる1円未
満の端数については、これを切上げる。 
調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × １／分割（または併合）の比率 

３ 新株予約権発行後、当社が時価を下回る払込価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合及び平
成14年４月１日改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使により新株式を発行する場合は、含まない）ま
たは自己株式の処分を行う場合は、新株予約権の目的たる株式の払込価額を、次の算式により調整し、調整により生じ
る1円未満の端数については、これを切上げる。 

４ 主な新株予約権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 
(1) 新株予約権の行使の条件 
① 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時に当社の取締役、監査役、従業
員、相談役及び当社と顧問契約を締結している顧問の地位にあることを要す。ただし、当社の取締役もしくは監査役
を任期満了により退任した場合、定年退職その他自己都合によらない正当な理由のある場合にはこの限りでない。 

② 新株予約権者が死亡した場合、相続人がこれを行使できない。ただし、下記③に規定する「新株予約権割当契約書」
に定める条件による。 

③ その他の条件は、平成16年８月24日開催の第14期定時株主総会決議及び平成17年８月８日開催の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによる。 

(2) 新株予約権の消却事由及び条件 
① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認された場合、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案ならびに株
式移転の議案につき株主総会で承認された場合は、新株予約権を無償で消却することができる。 

② 新株予約権者が、権利行使をする前に新株予約権割当契約書に定めるところにより、新株予約権を行使できなくなっ
た場合、当該新株予約権は無償で消却することができる。 

③ その他の条件は、平成16年８月24日開催の第14期定時株主総会決議及び平成17年８月８日開催の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによる。 

(3) 新株予約権の譲渡制限 
   新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。 
５ 新株予約権の目的となる株式の数は、特別決議における新株発行予定数から、退職等による権利を喪失した株数を控除
した数のことであります。 

  

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日) 

新株予約権の数(個) 
(注)１ 

213 213 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 
(注)１、５ 

213 213 

新株予約権の行使時の払込金額(円)
(注)２、３ 

１株当たり 178,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年８月25日から
平成22年８月24日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格 178,000
資本組入額 89,000 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込価額 

調整後払込価額＝調整前払込価額× 
新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



③新株予約権付社債の内容 
  

  
(注)１ 本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を新たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転(以下当

社普通株式の発行または移転を「交付」という。)する当社普通株式数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を転換
価額(ただし、下記(注２)(2)または(3)によって修正または調整された場合は修正後または調整後の転換価額) で除した数
(算出された当該数値の小数第２位までの部分を以下「交付株式数」という。)とする。ただし、行使により生じる１株の
100分の１未満の端数はこれを切り捨て、現金による調整は行わない。本新株予約権の行使により端株が発生する場合に
は、商法に定める端株の買取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

２(1)新株予約権１個の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額50,000千円と同額とする。 
(2)新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株あたりの額は、当初155,000円とするが、本新株予約権付社債の発行後、平
成18年３月10日を第１回とし、平成21年までの毎月第２金曜日(以下「決定日」という。)の翌取引日以降、転換価額は、決
定日まで(当日を含む。)の５連続取引日(ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日でない場合には、決定日の直前の取
引日までの５連続取引日とする。以下「時価算定期間」という。)の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取
引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値の90％に相当する金額(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り
捨てる。以下「修正後転換価額」という。)に修正される。なお、時価算定期間内に、下記(3)で定める転換価額の調整事由
が生じた場合には、修正後転換価額は、本新株予約権付社債の社債要項に従い当社が適当と判断する値に調整される。ただ
し、かかる算出の結果、修正後転換価額が93,000円(以下「下限転換価額」という。ただし、本項または下記(注２)(3)によ
る調整を受ける。)を下回る場合には、修正後転換価額は下限転換価額とし、修正後転換価額が217,000円(以下「上限転換価
額」という。ただし、本項または(注２)(3)による調整を受ける。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とす
る。 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（平成18年２月３日発行）

  
事業年度末現在
(平成18年５月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年７月31日) 

新株予約権の数(個) 27 ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 ― 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,516（注１）   ― 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり93,000（注２） ― 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年２月６日
至 平成20年１月31日（注３）

― 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  93,000（注２）
資本組入額  46,500 

― 

新株予約権の行使の条件 

当社が本社債につき繰上償還す
る場合又は当社が本社債につき
期限の利益を喪失した場合に
は、償還日又は期限の利益の喪
失日以後本新株予約権を行使す
ることはできない。また、各新
株予約権の一部行使はできない
ものとする。 

― 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債は商法第
341条ノ２第４項の定めにより
本社債と本新株予約権のうち一
方のみを譲渡することはできな
い。 

― 

代用払込みに関する事項 

商法第341条ノ３第１項第７号
及び第８号により、本新株予約
権を行使したときは本社債の全
額の償還に代えて当該本新株予
約権の行使に際して払込をなす
べき額の全額の払込とする旨の
請求があったものとみなし、か
つ当該請求に基づく払込があっ
たものとする。 

― 

新株予約権付社債の残高（千円） 1,350,000 ― 



(3)当社は、本新株予約権付社債の発行後、当社普通株式数に変更を生じる場合または変更を生ずる可能性がある場合は、次に
定める算式(以下「転換価額調整式」という。)をもって転換価額を調整する。 

また、当社は、当社普通株式の分割もしくは併合または時価を下回る価額をもって当社普通株式に転換される証券もし
くは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場合等に
も転換価額を適宜調整する。なお、転換価額調整式の計算については円位未満２位まで算出し、少数第２位を切り捨て
る。 

３ 消却事由は定めない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 平成13年10月１日開催の取締役会決議により平成13年10月30日付をもって１株を２株に分割しております。 
   ２ 有償一般募集(ブックビルディング方式による募集)による増加であります。 

発行価格 ：250,000円 
引受価額 ：230,000円 
発行価額 ：178,500円 
資本組入額： 89,250円 

３ 新株予約権(旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む)の権利行使による増加であります。 
   ４ 株式分割(無償交付)による増加であります。 1株を4株に分割 

５ 新株予約権(旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む)の権利行使による増加であります。 
   ６ 新株予約権付社債の転換による増加であります。 

７ 新株予約権(旧商法に基づき発行された新株引受権の権利行使を含む)の権利行使による増加であります。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年５月31日現在 

（注） 自己株式 0.87株は、「端株の状況」に含まれております。 

  

      
既発行 
株式数 

＋ 
新発行・
処分株式数 ×

１株当たりの発

行・処分価額 

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

×
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年10月30日(注１) 6,848 13,696 ― 297,780 ― 258,564 

平成16年6月4日(注２) 2,000 15,696 178,500 476,280 281,500 540,064 

平成16年6月5日～ 
平成16年10月19日(注３) 

387 16,083 15,150 491,430 15,150 555,214

平成16年10月20日(注４) 47,307 63,390 ― 491,430 ― 555,214

平成16年10月21日～ 
平成17年5月31日(注５) 

1,680 65,070 42,000 533,430 42,000 597,214

平成17年6月1日～ 
平成18年4月13日(注５) 

142 65,212 3,550 536,980 3,550 600,764

平成18年4月14日(注６) 1,456.87 66,668.87 75,000 611,980 75,000 675,764 

平成18年4月15日～ 
平成18年5月31日(注７) 

20 66,688.87 500 612,480 500 676,264

区分 

株式の状況 

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等 
個人
その他 

計 

個人以外 個人 

株主数 
(人) 

― 5 15 45 12 2 5,077 5,156 ―

所有株式数 
(株) 

― 2,106 983 7,670 339 3 55,587 66,688 0.87

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.16 1.47 11.5 0.51 0.01 83.35 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年５月31日現在 

  

  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年５月31日現在 

 （注） 「端株」欄は、自己株式であります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

田中 純夫 静岡県静岡市駿河区 20,620 30.92 

静岡キャピタル株式会社 静岡県静岡市清水区草薙北１－１０ 3,875 5.81 

田中 康江 静岡県静岡市駿河区 2,800 4.20 

ジャフコ・エル壱号投資事業有
限責任組合 
無限責任組合員株式会社ジャフ
コ 

東京都千代田区丸の内１－８－２ 2,000 3.00 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 1,370 2.05 

株式会社ジャフコ 東京都千代田区丸の内１－８－２ 560 0.84 

フレームワークス社員持株会 
静岡県静岡市駿河区南町１４－２５
エスパティオ７F 

557 0.84 

兼高 昭 静岡県静岡市駿河区 480 0.72 

兼高 いつ子 静岡県静岡市駿河区 480 0.72 

渡辺 重光 静岡県静岡市葵区 440 0.66 

計 ― 33,182 49.76 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式  66,688 66,688 ― 

端株        0.87 ― ― 

発行済株式総数 66,688.87 ― ― 

総株主の議決権 ― 66,688 ― 



② 【自己株式等】 

平成18年５月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度の内容は次のとおりであります。 

旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づく株主総会決議によるもの 

(平成13年８月24日定時株主総会決議) 
  

  
(注) １ 付与対象者数は、当事業年度末現在、権利行使及び退職により、取締役２名、従業員等７名となっております。 

２ 株式の数は、平成13年10月30日付で普通株式１株を２株に、また、平成16年10月20日付で普通株式１株を４株に分割した
ため、取締役2,800株、従業員552株に変更しております。 

      なお、当事業年度末現在、権利行使及び退職により、1,112株となっております。 
３ 新株引受権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 
  
(平成13年11月16日臨時株主総会決議) 

  

(注) １ 付与対象者数は、当事業年度末現在、権利行使及び退職により、従業員13名となっております。 

２ 株式の数は、平成16年10月20日付で普通株式１株を４株に分割したため、548株に変更しております。 

      なお、当事業年度末現在、権利行使及び退職により、136株となっております。 

３ 新株引受権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ―  ― 

計 ― ― ― ―   ― 

決議年月日 平成13年８月24日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 ５、当社従業員  13 (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)３ 

株式の数(株) 当社取締役 350、当社従業員 79 (注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)３ 

新株予約権の行使期間 (注)３ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

決議年月日 平成13年11月16日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員 42  (注)１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)３ 

株式の数(株) 当社従業員 137 (注)２ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)３ 

新株予約権の行使期間 (注)３ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 



平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく株主総会決議によるもの 

(平成16年８月24日定時株主総会決議及び平成17年１月17日取締役会決議) 
  

(注) １ 付与対象者数は、当事業年度末現在、退職により、取締役３名、監査役２名、従業員等94名となっております。 

２ 株式の数は、当事業年度末までに、付与対象者の退職により、従業員1,166株に変更しております。 

３ 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

(平成16年８月24日定時株主総会決議及び平成17年８月８日取締役会決議) 
  

(注) １ 付与対象者数は、当事業年度末現在、退職により、従業員18名となっております。 

２ 株式の数は、当事業年度末までに、付与対象者の退職により、従業員213株に変更しております。 

３ 新株予約権の内容については、「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。 

  

決議年月日 平成16年８月24日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社取締役 ５、当社監査役 ２、当社従業員 112 (注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 (注)３ 

株式の数(株) 1,363 (注）２ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注)３ 

新株予約権の行使期間 (注)３ 

新株予約権の行使の条件 (注)３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ 

代用払込みに関する事項 ― 

決議年月日 平成16年８月24日 

付与対象者の区分及び人数(名) 当社従業員 22 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

株式の数(株) 321 

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 178,000 

新株予約権の行使期間 平成18年８月25日から平成22年８月24日まで 

新株予約権の行使の条件 (注)４ 

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)４ 

代用払込みに関する事項 ― 



２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

 旧商法第220条ノ６の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第220条ノ６の規定に基づく端株の買取請求による普通株式の取得 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

当事業年度前における取得自己株式 ― ― 

当事業年度における取得自己株式 0.87 79,692 

残存授権株式の総数及び価額の総額 ― ― 

当事業年度の末日現在の未行使割合 (％） ― ― 

当期間における取得自己株式 ― ― 

提出日現在の未行使割合 (％) ― ― 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 処分価額の総額(円) 株式数(株) 処分価額の総額(円) 

引き受ける者の募集
を行った取得自己株
式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った
取得自己株式 

― ― ― ― 

合併、株式交換、会
社分割に係る移転を
行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― 

保有自己株式数 0.87 ― 0.87 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を経営の重要な課題と認識しており、企業体質の強化と将来の事業展開のための内部

留保の充実を図るとともに、業績に応じた配当を継続的に行うことを基本方針としております。 

しかしながら、当社は現在成長過程にあると考えており、事業資金の流出をさけて内部留保の充実を図り、今後

の事業のための投資等に充当し業容拡大を目指すことが、株主に対する最大の利益還元につながるとの認識に立

ち、配当を実施しておりません。今後につきましては、上記の方針に則り、各期の業績や将来への事業展望等を勘

案しながら株主への利益還元を検討してまいりますが、当面は内部留保を優先し、配当を行わない予定でありま

す。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注)１ 最高・最低株価は、東京証券取引所市場マザーズにおけるものであります。 

     なお、当社株式は平成16年６月４日から東京証券取引所マザーズへ上場しております。 

   ２ □印は、株式分割（平成16年10日20日、１株→４株）による権利落後の最高・最低株価を示しておりま 

す。 

  

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場マザーズにおける株価を記載しております。  

  

回次 第12期 第13期 第14期 第15期 第16期 

決算年月 平成14年５月 平成15年５月 平成16年５月 平成17年５月 平成18年５月 

最高(円) ― ― ―
1,370,000
□285,000 

    207,000

最低(円) ― ― ―
616,000
□125,000 

    63,400

月別 平成17年12月 平成18年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 

最高(円) 154,000 189,000 142,000 126,000 127,000 95,000 

最低(円) 129,000 122,000 87,100 106,000 88,500 63,400 



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

取締役社長 代表取締役 田 中 純 夫 昭和32年11月21日生

昭和56年４月

昭和56年４月 
昭和61年４月 

  
平成３年９月 
平成３年11月 
平成３年12月 
平成12年６月 

  
平成13年８月 
平成18年４月 

  
平成18年８月 

鈴与株式会社入社

鈴与建設株式会社出向 
富士システムハウス株式会社へ移

籍 
同社CIL事業部長 
当社入社 
当社代表取締役 
株式会社メディカルストリーム

(現シーオス株式会社)取締役 
当社代表取締役社長(現任) 
株式会社日本ビジネスクリエイト

代表取締役社長(現任) 
株式会社シーエスシステムズ取締

役(現任) 

20,620

  
  
  
取締役 
  
  
  

執行役員 
海外事業本部
長兼海外事業
推進部長 

井 筒 幸 彦 昭和20年６月３日生

昭和39年４月

平成７年10月 
  

平成17年７月 
平成17年７月 
平成17年12月 

  
平成18年４月 
平成18年６月 

  
平成18年６月 

日本ビクター株式会社入社 
日本ビクター株式会社ロジスティ

クス本部企画部長 
当社入社 
当社海外事業部長 
株式会社日本ビジネスクリエイト

取締役 
当社執行役員兼海外事業部長 
IIN International Limited 取締

役(現任) 
当社執行役員海外事業本部長兼海

外事業推進部長(現任) 

－

  
  
  
取締役 
  
  
  

執行役員 
総合企画本部
長 

石 神 成 夫 昭和37年６月13日生

昭和60年４月

平成９年６月 
平成９年12月 
平成12年４月 
平成14年10月 
平成14年10月 
平成16年４月 
平成16年６月 
平成17年６月 

株式会社静岡銀行入行

株式会社静岡銀行大阪支店長代理 
静岡キャピタル株式会社出向 
静岡キャピタル株式会社次長 
株式会社ウェッジ入社 
株式会社ウェッジ企画管理室長 
当社入社 
当社管理部長 
当社執行役員総合企画本部長(現

任) 

8

取締役   岩 出 好 市 昭和22年９月17日生

昭和45年４月

  
昭和59年11月 
昭和61年４月 

  
平成６年７月 

  
平成13年５月 
平成14年６月 

  
平成15年12月 

  
平成16年12月 
平成17年６月 

  
平成18年１月 

バロース株式会社(現日本ユニシ

ス株式会社)入社 
株式会社エンチョー入社 
同社子会社株式会社システック代

表取締役社長 
有限会社シエン設立 取締役社長

(現任) 
当社取締役副社長(現任) 
当社常務取締役兼ソリューション

営業部長 
当社取締役副社長兼ソリューショ

ン営業部長 
当社取締役副社長 
当社取締役副社長兼ソリューショ

ン本部上席執行役員 
株式会社シーエスシステムズ代表

取締役 
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取締役   野 末 寿 一 昭和35年８月15日生

昭和62年４月

平成２年12月 
  
  

平成８年３月 
平成８年10月 
平成15年３月 
平成17年４月 

  
平成17年８月 

弁護士登録

加藤法律特許事務所（現 静岡の

ぞみ法律特許事務所）入所 現在

に至る 
米国ニューヨーク州弁護士登録 
弁理士登録 
静岡ガス株式会社監査役（現任） 
株式会社ミスミグループ本社監査

役(現任) 
当社取締役(現任) 

－



  

（注）１ 取締役 野末寿一は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役 和田正孝、田中健吾及び松尾辰之は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第2項に定める補欠監査役1名を選任して

おります。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

監査役 常勤 和 田 正 孝 昭和20年４月１日生

昭和42年４月

平成４年４月 
平成７年６月 
平成８年12月 
平成９年６月 
平成17年８月 

株式会社静岡銀行入行

同行板屋町支店長 
同行関連事業室長 
静銀リース株式会社出向 
静銀リース株式会社常勤監査役 
当社常勤監査役（現任） 

―

監査役 非常勤 田 中 健 吾 昭和12年５月19日生

昭和36年４月

昭和53年９月 
平成元年１月 
平成２年７月 
平成３年７月 

  
平成６年７月 
平成11年６月 
平成12年８月 
平成13年８月 
平成17年８月 

株式会社静岡銀行入行

同行下島支店長 
同行営業第一部長 
同行個人市場部長 
静岡キャピタル株式会社出向 
同社取締役営業部長 
同社常務取締役 
静岡県医師信用組合監事 
当社監査役 
当社常勤監査役 
当社非常勤監査役(現任) 
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監査役 非常勤 松 尾 辰 之 昭和15年５月15日生

昭和39年３月

  
昭和60年６月 
平成元年５月 
平成７年６月 

  
平成７年12月 
平成11年５月 
平成15年３月 

株式会社スター製作所(現スター

精密株式会社)入社 
同社電算部長 
同社取締役情報システム部長 
同社取締役電子機器事業本部生産

本部長 
同社取締役経理部長 
同社監査役 
当社非常勤監査役(現任) 

―

計 20,908 

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

杉 井 搨 史 昭和７年11月14日生 

昭和31年４月

昭和62年６月 
平成５年６月 
平成８年７月 
平成８年10月 
平成12年６月 

株式会社静岡銀行入行

同行総合企画部長 
静岡コンピューターサービス株式会社代表取締役 
トータルマネージメント研究会講師(現任) 
株式会社ユニックス取締役副社長 
株式会社ユニックス監査役 

―



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、株主、取引先、従業員など様々なステークホルダーからの信頼に応えるコーポレート・ガバナンスを確立

し企業としての社会的責任を果たすことが、企業の健全で持続可能な成長を確保する上で必要不可欠であると考えて

おり、経営の効率化、意思決定の迅速化、経営の透明性の向上、そして経営目標達成に向けた経営監視機能の強化を

経営上の重要課題として位置付けております。 

また、当社は「業務の有効性、効率性を高めること」、「財務報告の信頼性を確保すること」、「法規や社内ルー

ルの遵守を促すこと」を達成する上で、内部統制が非常に重要な役割を持つことを強く認識しております。当社で

は、内部統制システムの構築のために社内諸規程を整備するとともに、プライバシーマークやＩＳＯ２７００１を遵

守した情報管理体制を整備しており、定期的な内部監査の実施により、運用状況を検証し、規程や体制の見直しを行

っております。当社は監査役制度を採用しており、3名の監査役により監査役会を構成し、経営の監視・監査を行って

おります。 

  

（2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社では業務執行・内部統制等の仕組みとして、以下の体制を構築しております。 

  

 

  

（取締役会） 

取締役会は当社の最高意思決定機関であり、業務執行の監督を行います。また、当社では執行役員制度を導入し

ており、これによって経営の意思決定・監督と業務執行の機能分担をより明確にした体制をとっております。取締

役会は５名の取締役で構成されており、うち１名は社外取締役であります。定時で毎月１回取締役会を開催し、重

要な案件等が発生した場合には、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。また、取締役会には監査役３名

も出席し、取締役の職務執行を監視しております。 



（執行役員会） 

執行役員会は取締役会で選任された執行役員５名で構成されております。定時で毎月２回、執行役員会を開催

し、会社の業務執行に関する重要事項を協議し、意思決定の迅速化を図っております。 

（監査役制度） 

当社の監査役は３名の体制であり、監査役全員が社外監査役の要件を満たしております。当社では、定時で毎月

１回監査役会を開催し、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保するよう努めております。また、監査役は取締

役会等重要な会議への出席の他、内部監査、会計監査人との連携も行い、取締役の業務執行全般にわたり監視する

体制を整えております。 

（内部監査制度） 

当社は、会社の業務および財産の実態を調査し、経営の合理化・効率化の推進等、会社の経営管理に資すること

を目的として企画部にて内部監査を実施し、具体的な業務改善提案を行うことで内部統制の整備に努めておりま

す。また、内部監査の際には、必要に応じて監査役との会合を持ち緊密な連携体制を築いております。 

（会計監査の状況） 

会計監査につきましては、会計監査人として監査法人トーマツを選任しており、同法人に所属する長岡弘樹氏お

よび深沢烈光氏の２名が当社の会計監査を行っております。また、補助者として公認会計士２名、会計士補５名が

監査業務に携わっております。 

（その他のリスク管理体制） 

   当社は、顧問弁護士事務所や監査法人など第三者から必要に応じてアドバイスやチェックを受けております。 

（役員報酬の内容） 

   当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の額は以下のとおりであります。 

       取締役に支払った報酬  65,919千円 

       監査役に支払った報酬  10,200千円 

            計      76,119千円 

    (注) 当期中に退任した取締役１名に対する報酬を含んでおります。 

（監査報酬の内容） 

   当社が、監査法人トーマツと締結した報酬額は以下のとおりであります。 

       公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬  15,400千円 

       上記以外の業務に基づく報酬                4,000千円 

            計                    19,400千円 

    (注) なお、公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬につきましては 

      Ｍ＆Ａに伴う財務調査費用であります。 

  

（3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

当社の社外取締役は、野末寿一氏の１名であります。当社と野末寿一氏との間には、法律顧問契約がありますが、

人的関係、資本的関係はありません。 

また、当社の社外監査役は和田正孝氏、田中健吾氏、松尾辰之氏の３名であります。この内、田中健吾氏は当社の

株式を所有しておりますが、当社との間に人的関係、取引関係はありません。また、松尾辰之氏、和田正孝氏と当社

との間には人的関係、資本的関係、取引関係はありません。 



（4）今後の取り組みについて 

当社は、コーポレート・ガバナンスを確立するためには適切なコーポレート・ガバナンス体制や内部統制システム

の整備が必要であると考えており、経営上の重要課題として、リスク管理やコンプライアンス等の社内諸規定やグル

ープ管理体制の整備に努めてまいります。また、定期的な検証・見直しを実施し、会社の業務拡大や変容、会社を取

り巻く環境の変化に合わせた適切な改善を図り、コーポレート・ガバナンスの実効性の確保に努めてまいります。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

    なお、当連結会計年度（平成17年６年１日から平成18年５月31日まで）については、「財務諸表等の監査証明に

関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第２項より、改正前の連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  また、前事業年度（平成16年６月１日から平成17年５月31日まで）については、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成17年６月１日から平成18年５月31日）については、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成

しております。 

ただし、前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)については、「財務諸表等の監査証明に関す

る内閣府令等の一部を改正する内閣府令」(平成18年４月26日 内閣府令第56号)附則第２項により、改正前の財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)は、初めて連結財務諸表を作成しているため、以

下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につ

いては前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当連結会計年度(平成17年６月１日から平成18年５月31日まで)並

びに前事業年度(平成16年６月１日から平成17年５月31日まで)及び当事業年度(平成17年６月１日から平成18年５月31

日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

    
当連結会計年度
(平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)         

Ⅰ 流動資産         

1. 現金及び預金     234,337   

2. 売掛金     580,427   

3. 商品     63,593   

4. 仕掛品     37,747   

5.  前払費用     33,700   

6. 繰延税金資産     34,663   

7. その他     17,241   

貸倒引当金     △1,176   

流動資産合計     1,000,534 34.4 

Ⅱ 固定資産         

１ 有形固定資産         

 (1) 建物   40,947   

減価償却累計額   △10,035 30,912   

 (2) 器具備品   156,675   

減価償却累計額   △81,342 75,333   

 (3) その他   480   

減価償却累計額   △210 270   

有形固定資産計     106,515 3.7 

２ 無形固定資産         

 (1) のれん   1,314,623   

 (2) ソフトウェア   141,016   

 (3) その他   3,096   

無形固定資産計     1,458,736 50.2 

３ 投資その他の資産         

 (1) 投資有価証券  ※1 181,545   

(2) 敷金保証金    112,400   

(3) 保険積立金   35,210   

(4) その他   11,567   

投資その他の資産計     340,725 11.7 

固定資産合計     1,905,977 65.6 

資産合計     2,906,511 100.0 

     



  

  

    
当連結会計年度
(平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)         

Ⅰ 流動負債         

1. 買掛金    21,713   

2. 未払金    159,016   

3. 未払費用     120,285   

4. 未払法人税等    6,452   

5. 賞与引当金    46,592   

6. 受注損失引当金    18,471   

7． その他    45,571   

流動負債合計     418,102 14.4 

Ⅱ 固定負債         

1. 社債     1,350,000   

2. 繰延税金負債    11,840   

3. 退職給付引当金    45,482   

4. 役員退職慰労引当金    101,023   

5. 長期未払費用    73,864   

固定負債合計     1,582,211 54.4 

負債合計     2,000,314 68.8 

(純資産の部)         

Ⅰ 株主資本         

1. 資本金     612,480 21.1 

2. 資本剰余金    676,264 23.3 

 3. 利益剰余金    △533,580 △18.4 

  4. 自己株式     △79 0.0 

    株主資本合計     755,083   

 Ⅱ 評価・換算差額等         

   1. その他有価証券評価 
     差額金 

    16,975 0.6 

   2. 為替換算調整勘定     491 0.0 

     評価・換算差額等合計     17,466   

Ⅲ 少数株主持分     133,646 4.6 

純資産合計     906,197 31.2 

負債純資産合計     2,906,511 100.0 



② 【連結損益計算書】 

  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   2,115,483 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1 1,775,073 83.9 

売上総利益   340,409 16.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2 980,103 46.3 

営業損失（△）   △639,693 △30.2 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   195   

２ 保険配当金   671   

３ 雑収入   274 1,141 0.0 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   1,442   

２ 社債発行費   14,767   

３ 新株発行費   595   

４ 投資事業組合損失   13,887   

５ その他   683 31,376 1.5 

経常損失（△）   △669,928 △31.7 

Ⅵ 特別損失     

１ 投資有価証券評価損   68,018   

２ 本支店移転費用   18,243 86,261 4.1 

税金等調整前当期純損失(△)   △756,190 △35.8 

法人税、住民税及び事業税   6,976   

法人税等調整額   159,109 166,086 7.8 

少数株主損失(△)   △21,115 △1.0 

当期純損失(△)   △901,160 △42.6 

      



  
  ③【連結株主資本等変動計算書】 

  
当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

  

  

  

  

  
株   主   資   本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年5月31日残高(千円) 533,430 597,214 367,580 ― 1,498,224 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 79,050 79,050     158,100 

当期純損失    △901,160   △901,160 

自己株式の取得      △79 △79 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
         

連結会計年度中の変動額合計

(千円) 
79,050 79,050 △901,160 △79 △743,140 

平成18年5月31日残高(千円) 612,480 676,264 △533,580 △79 755,083 

  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

為替換算調整

勘定 

評価・換算 差

額等合計 

平成17年5月31日残高(千円) ― ― ― ― 1,498,224 

連結会計年度中の変動額         

新株の発行       158,100 

当期純損失       △901,160 

自己株式の取得       △79 

株主資本以外の項目の連結

会計年度中の変動額(純額) 
16,975 491 17,466 133,646 151,113 

連結会計年度中の変動額合計

(千円) 
16,975 491 17,466 133,646 △592,026 

平成18年5月31日残高(千円) 16,975 491 17,466 133,646 906,197 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  
当連結会計年度

( 自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日 ) 

区  分 
注記
番号 

金額
（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純損失(△)  △756,190

減価償却費  73,126

のれん償却額  63,215

本支店移転費用  18,243

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △4,336

賞与引当金の増減額（減少：△）  △5,378

退職給付引当金の増減額（減少：△）  12,365

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  5,651

受注損失引当金の増減額（減少：△）  18,471

長期未払費用の増減額（減少：△）  △16,307

受取利息  △195

支払利息  1,442

新株発行費  595

社債発行費  14,767

投資有価証券評価損  68,018

投資事業組合損失  13,887

売上債権の増減額（増加：△）  △126,194

たな卸資産の増減額（増加：△）  44,141

権利金の償却額  20,029

その他の資産の増減額（増加：△）  27,649

仕入債務の増減額（減少：△）  15,330

その他の負債の増減額（減少：△）  △28,557

未払消費税等の増減額（減少：△）  △1,872

小   計  △542,097

利息の受取額  195

利息の支払額  △1,442

本支店移転による支払額  △13,982

法人税等の支払額  △24,634

営業活動によるキャッシュ・フロー  △581,961



  

  

  
当連結会計年度

( 自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日 ) 

区  分 
注記
番号 

金額
（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

有形・無形固定資産の取得による支出 △126,232

新規連結子会社取得による支出 ※2 △1,372,783

投資有価証券取得による支出 △229,933

投資有価証券売却による収入 15,000

敷金保証金の差入による支出 △34,787

敷金保証金の返還による収入 75,015

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,673,721

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

社債発行による収入 ※3 1,485,232

株式発行による収入 8,100

自己株式の取得による支出 △79

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,493,252

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △184

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額
  （減少：△） 

△762,614

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 980,447

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物 
  の期首残高 

16,503

Ⅷ 現金及び現金同等物期末残高 ※1 234,337

  



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  ５社 

連結子会社名 株式会社日本ビジネスクリエイト 

         北京飛龍日恒科技有限公司 

         株式会社シーエスシステムズ 

                 C.S.Factory Co.,Ltd． 

                 AGインベストメント１号投資事業組合 

  株式会社日本ビジネスクリエイトは、平成17年11月に株式を取

得しているため、損益については平成17年12月から平成18年5月の

6ヶ月間を連結しております。なお、当連結会計年度から、株式会

社日本ビジネスクリエイトの事業年度の末日は、1月31日から5月

31日に変更しております。 

   北京飛龍日恒科技有限公司は、平成17年6月より営業を開始して

いるため、損益については、平成18年3月までの10ヶ月間を連結し

ております。 

   株式会社シーエスシステムズは、平成17年12月に株式を取得し

ているため、損益については平成18年1月から5月の5ヶ月間を連結

しております。また、株式会社シーエスシステムズの子会社であ

るC.S.Factory Co.,Ltd.についても同様に、損益については平成

18年1月から5月の5ヶ月間を連結しております。 

   AGインベストメント1号投資事業組合は、平成18年1月に出資を

行っているため、損益については、平成18年1月からの5ヶ月間を

連結しております。  

(2)主要な非連結子会社の名称 

マトリックス・ＦＷＸ投資事業組合 

(3)連結子会社から除いた理由 

  当連結会計年度において、新たに出資いたしましたが、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に

見合う額)等はいずれも重要な影響を及ぼすことがないため、連結

の範囲から除いております。 

２ 持分法の適用に関する事項 (1)持分法を適用していない非連結子会社 

イ.主要な会社等の名称  

マトリックス・FWX投資事業組合 

ロ.持分法を適用しない理由   

マトリックス・FWX投資事業組合は当期純損益(持分に見合う額)及

び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対象から除い

ても連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であり、かつ全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

株式会社日本ビジネスクリエイトの事業年度の末日は、1月31日か

ら5月31日に変更しておりますので、決算日は連結決算日と一致して

おります。 

北京飛龍日恒科技有限公司の決算日は12月31日であり、連結財務

諸表の作成にあたっては、平成18年３月31日に仮決算を行い、同仮

決算日現在の財務諸表を使用しております。当連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

株式会社シーエスシステムズの決算日は連結決算日と一致してお

ります。 

C.S.Factory Co.,Ltd.の決算日は６月30日であり、連結財務諸表

の作成にあたっては、平成18年５月31日に仮決算を行い、同仮決算

日現在の財務諸表を使用しております。 

AGインベストメント１号投資事業組合の決算日は12月31日であ

り、連結財務諸表の作成にあたっては、平成18年５月31日に仮決算

を行い、同仮決算日現在の財務諸表を使用しております。 



  

  
  

項目 
当連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

  

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
①有価証券 
イ.その他有価証券 
  時価のあるもの 
  連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 
時価のないもの 

  移動平均法による原価法 
ロ.投資事業組合への出資金 
組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎として、持分相当額を純額で取り込む方法 
②たな卸資産 
イ．商品    個別法による原価法 
ロ．仕掛品   個別法による原価法 

  

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
①有形固定資産 
定率法（平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）については、定額法を採用しております。） 
主な耐用年数  
建物       15～39年 
器具備品    4～15年 

②無形固定資産 
イ.市場販売目的のソフトウェア 
見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間(３年以内)に基
づく償却額を比較し、いずれか大きい額を償却費として計上す
る方法 
ロ.自社利用目的のソフトウェア 
定額法 
耐用年数  社内における利用可能期間(5年) 

  

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 
①社債発行費 支出時に全額費用処理しております。 
②新株発行費 支出時に全額費用処理しております。 

  (4) 重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 
債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権が発生した場合については個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 
②賞与引当金 
従業員の賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき
支給見込額を計上しております。 
③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職
給付債務の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生してい
ると認められる額を計上しております。 
④役員退職慰労引当金 
役員退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当連結会計年
度末要支給額を計上しております。 
⑤受注損失引当金 
受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末時
点で将来の損失が確実に見込まれ、かつ、当該損失額を合理的に
見積もることが可能なものについては、将来の損失見込額を計上
しております。 



  

  
  

追加情報 

  

項目 
当連結会計年度 

(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

  (5) 重要な収益及び費用の計上基準 
売上高のうち、システム・インテグレーション及びコンサルティ
ングによる売上については、プロジェクト毎にプロジェクト原価を
発生基準で認識し、これに対応する売上を原価進捗率（プロジェク
ト別の見積原価に対応する実際発生原価の割合）に応じて認識する
方法（進行基準）によっております。ただし、業務内容がプロジェ
クト管理に適さないコンサルティング契約については、費用は発生
時に認識する一方で、収益は業務完了時に一括して計上しておりま
す。 

また、一部の連結子会社のシステム・インテグレーションによる

売上について、進行基準を採用するために必要な精緻なプロジェク

ト別の見積原価の把握ができない場合は、完成基準によっておりま

す。 

  (6)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における少数株主持分及び為替換算調整
勘定に含めて計上しております。 
  

  (7) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
  

５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を

採用しております。 

  

６ のれん及び負ののれんの償却に関

する事項 

のれんの償却については、10年間の均等償却を行っております。 

  

７ 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限及び満期の到来する短期投資からなっておりま

す。 

  

当連結会計年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針

第８号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は772,550千円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。 

  



注記事項 

  
(連結貸借対照表関係) 

  

  

（連結損益計算書関係） 

  

  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  （変動事由の概要） 

    増加数の内訳は、次のとおりであります。 

     新株予約権付社債の転換による増加    1,456.87株 

     ストック・オプションの行使による増加       162株 

  

２ 自己株式の種類及び総数に関する事項 

（変動事由の概要） 

    増加数の内訳は、次のとおりであります。 

     端株の買取による増加             0.87株 

  

  

当連結会計年度 
（ 平成18年５月31日 ） 

※1 非連結子会社に対するものは次の通りであります。 
投資有価証券          43,230千円 
  

当連結会計年度 
（ 自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日 ） 

※1 売上原価に含まれる研究開発費は次の通りであります。 
                      131,315千円 
※2 販売費及び一般管理費の主要な科目は以下の通りであります。 

役員報酬 110,338千円 

給与手当 270,793千円 

賞与引当金繰入額 11,047千円 

退職給付費用 4,680千円 

役員退職慰労引当金繰入額 9,358千円 

貸倒引当金繰入額 3,611千円 

株式の種類 平成17年５月31日 増加 減少 平成18年５月31日 

  普通株式（株） 65,070 1,618.87 ― 66,688.87 

  平成17年５月31日 増加 減少 平成18年５月31日 

普通株式（株） ― 0.87 ― 0.87 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

当連結会計年度 
（ 自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日 ） 

※1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係 

                        （平成18年５月31日現在） 

  
  

※2 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び
負債の主な内訳 
株式の取得により株式会社日本ビジネスクリエイトを新たに
連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、当該子
会社の取得価額及び取得のための支出（純額）の関係は次のと
おりであります。 
  

  
株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び
負債の主な内訳 
株式の取得により株式会社シーエスシステムズを新たに連結
したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳、当該子会社
の取得価額及び取得のための支出（純額）の関係は次のとおり
であります。 
  

  
  

※3 重要な非資金取引の内容 
   転換社債型新株予約権付社債の 
   転換による資本金の増加額    75,000千円 
   転換社債型新株予約権付社債の 

  
   転換による転換社債型新株予約 

権付社債の減少額        150,000千円 
  

現金及び預金勘定 234,337千円
現金及び現金同等物 234,337千円

流動資産 161,700千円

固定資産 92,533千円

のれん 647,555千円

流動負債 △160,120千円

固定負債 △100,000千円

子会社の取得価額 641,669千円

子会社の現金及び現金同等物 △88,509千円

差引：子会社の取得のための支出 553,160千円

流動資産 305,660千円

固定資産 57,870千円

のれん 754,768千円

流動負債 △87,590千円

少数株主持分 △135,210千円

子会社の取得価額 895,497千円

子会社の現金及び現金同等物 △72,212千円

差引：子会社の取得のための支出 823,285千円

転換による資本準備金の増加額 75,000千円



(リース取引関係) 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

   該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

当連結会計年度（平成18年５月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、上場株式68,018千円について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当連結会計年度において非上場株式について減損処理を行っているものはありません。 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

当社は、当連結会計年度において、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
  
  

(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。 

当社グループの一部の連結子会社が加入する厚生年金基金(代行部分を含む)は総合設立方式であり、自社の拠出に対応す

る年金資産の額を合理的に計算することができないため、年金基金への要拠出額を退職給付費用として処理しております。な

お、当該年金基金の年金資産総額のうち、平成18年５月31日現在の掛金拠出割合を基準として計算した当該連結子会社の年金

資産額は、102,217千円であります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

     (注) 退職給付に係る会計基準の小規模企業等における簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

  

  種類 

当連結会計年度（平成18年５月31日） 

取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額(千円) 

差額(千円) 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

株式 5,730 33,900 28,170 

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

株式 102,433 34,414 △68,018 

合計 108,163 68,314 △39,848 

その他有価証券   

  非上場株式         70,000千円 

① 退職給付債務（注） △45,482千円

② 退職給付引当金 △45,482千円

① 勤務費用(厚生年金基金掛金を除く) 16,266千円

② 総合設立型厚生年金基金掛金 3,436千円

③ 退職給付費用 19,702千円



(税効果会計関係) 

  

当連結会計年度 
（ 自 平成17年６月１日 
    至 平成18年５月31日 ） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

  ［流動資産］ 

 賞与引当金 18,516千円

 未払賞与 22,819千円

 仕掛品 27,917千円

 その他 26,624千円

繰延税金資産小計 95,877千円

評価性引当額 △61,213千円

繰延税金資産合計 34,663千円

  ［固定資産］ 

  繰延税金負債 

  ［固定負債］ 

  

 ソフトウェア開発費 100,741千円

 減価償却費 22,829千円

 投資有価証券評価損 28,721千円

 退職給付引当金 17,815千円

 役員退職慰労引当金 40,146千円

 長期未払費用 29,353千円

 繰越欠損金 270,636千円

 その他 9,394千円

繰延税金資産小計 519,639千円

評価性引当額 △519,639千円

繰延税金資産合計 －千円

  

 その他有価証券評価差額金 △11,194千円

 特別償却準備金 △645千円

繰延税金負債合計 △11,840千円

繰延税金負債の純額 △11,840千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異が

あるときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しておりますので、記載

を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

役員及び個人主要株主等 

（注）１ 取引金額には消費税等は含まれておりません。 
２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 
顧問弁護料の支払に関する取引条件は、一般的取引条件によっております。 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成17年６月1日 至 平成18年５月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

１ ストック・オプションの内容 

（注） 株式数に換算して記載しています。なお、平成13年10月31日付で普通株式1株を2株に、また、平成16年 
10月20日付で普通株式１株を4株に分割しております。 

  
  

２ ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算

して記載しております。 

  

属性 会社等 
の名称 

資本金 
(千円) 

事業の 
内容 
又は 
職業 

議決権の 
所有 
(被所有) 
割合(％) 

関係内容 取引の 
内容 

取引 
金額 
(千円) 

科目 期末 
残高 
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 野末寿一 ― 当社 
取締役、 
弁護士 

― ― 当社 
顧問弁護
士 

顧問 
弁護料 

1,200 ― ― 

            M&A調査 
費用 

4,455 ― ― 

            係争費用 90 ― ― 

  提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成13年８月24日 平成13年11月16日 平成16年８月24日 平成16年８月24日 

付与対象者の区分及
び数(名) 

当社取締役 5 
当社従業員 13 

当社従業員 42 
当社取締役  5 
当社監査役  2 
当社従業員 112 

当社従業員  22 

株式の種類及び付与
数（株） 

普通株式 
429 

普通株式 
137 

普通株式 1,363 
普通株式 
321 

付与日 平成13年８月31日 平成13年11月30日 平成17年１月17日 平成17年８月８日 

権利確定条件 

付与日から権利確定
日まで継続して在
任・在籍しているこ
と(但し、定年退職
は除く) 

付与日から権利確定
日まで継続して在
任・在籍しているこ
と(但し、定年退職
は除く) 

付与日から権利確定
日まで継続して在
任・在籍しているこ
と(但し、定年退職及
び任期満了は除く) 

付与日から権利確定
日まで継続して在
任・在籍しているこ
と(但し、定年退職
及び任期満了は除
く) 

対象勤務期間 

平成13年８月31日か
ら平成15年11月１日
まで50%権利行使可
能 
平成13年８月31日か
ら平成16年11月１日
まで、残り50%権利
行使可能 

平成13年11月30日か
ら平成15年12月１日
まで50%権利行使可
能 
平成13年11月30日か
ら平成16年11月１日
まで、残り50%権利
行使可能 

平成17年１月17日か
ら平成18年８月25日
まで50%権利行使可能
平成17年１月17日か
ら平成19年８月25日
まで、残り50%権利行
使可能 

平成17年８月８日か
ら平成18年８月25日
まで50%権利行使可
能 
平成17年８月８日か
ら平成19年８月25日
まで、残り50%権利
行使可能 

権利行使期間 
平成15年11月１日か
ら平成20年10月30日
まで 

平成15年12月１日か
ら平成20年10月30日
まで 

平成18年８月25日か
ら平成22年８月24日
まで 

平成18年８月25日か
ら平成22年８月24日
まで 



(1)ストック・オプションの数 

  

(2)単価情報 

  

  提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成13年８月24日 平成13年11月16日 平成16年８月24日 平成16年８月24日 

付与日 平成13年８月31日 平成13年11月30日 平成17年１月17日 平成17年８月８日 

権利確定前（株）         

 前連結会計年度末 ― ― 1,287 ― 

 付与 ― ― ― 321 

 失効 ― ― 121 108 

 権利確定 ― ― ― ― 

 未確定残 ― ― 1,166 213 

権利確定後（株）         

 前連結会計年度末 1,222 188 ― ― 

権利確定 ― ― ― ― 

権利行使 110 52 ― ― 

失効 ― ― ― ― 

未行使残 1,112 136 ― ― 

  提出会社 提出会社 提出会社 提出会社 

決議年月日 平成13年８月24日 平成13年11月16日 平成16年８月24日 平成16年８月24日 

付与日 平成13年８月31日 平成13年11月30日 平成17年１月17日 平成17年８月８日 

権利行使価格(円) 50,000 50,000 168,000 178,000 

行 使 時 平 均 株 価
(円) 

145,847 158,715 ― ― 

公正な評価単価(付
与日)(円) 

― ― ― ― 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

当連結グループはサプライチェーン・ロジスティクスソリューション、ソフトウェアライセンス、ハードウェア・ソフ
トウェアプロダクトセールスを一体として提供しているため、これらは同一セグメントであります。他に開示すべきセグ
メントはないため、事業の種類別セグメント情報の該当事項はありません。 
  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を
省略しております。 

  
【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、下記のとおりであります。 
  

  

当連結会計年度 
（ 自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日 ） 

１株当たり純資産額         11,584円55銭 
  

１株当たり当期純損失金額        13,788円71銭 
  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在

株式が存在するものの、１株当たり当期純損失であるため、記

載しておりません。 

  

  
当連結会計年度 

（ 自 平成17年６月１日 
   至 平成18年５月31日 ）

１株当たり当期純損失金額   

当期純損失（△）（千円） △901,160 

普通株主に帰属しない金額 （千円） － 

普通株式に係る当期純損失（△）（千円） △901,160 

普通株式の期中平均株式数（株） 65,355 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在株
式の概要 

旧商法第280条ノ19第１項
の規定に基づく新株引受権1
種類 (潜在株式の数1,248
個)、平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び第280条ノ21
の規定に基づく新株予約権1
種類(潜在株式の数1,379個)
及び第1回無担保転換社債型
新株予約権付社債(目的とな
る 株 式 の 数  普 通 株 式 
14,516株)(平成18年５月31
日現在) 
  



(重要な後発事象) 

  

当連結会計年度 
（ 自 平成17年６月１日 

   至 平成18年５月31日 ） 
（社債の繰上償還） 

当社は、平成18年7月3日開催の取締役会において、平成18年2月3日に発行いたしま
した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債（以下、「本新株予約権付社債」とい
う。）について、繰上償還条項に基づき繰上償還することを決議いたしました。 
1.繰上償還を行う理由 
当社は、新規子会社（株式会社日本ビジネスクリエイトおよび株式会社シーエ
スシステムズ）の株式取得資金につきまして、有利子負債抑制による財務体質の
健全化などを目的として平成18年2月3日に本新株予約権付社債1,500,000千円を発
行いたしました。 
しかしながら、その後の業績推移や株式市場環境の変化による株価の動向か
ら、当社は当初の資本戦略を見直すこととし、本新株予約権付社債の残存する額
面総額を繰上償還することといたしました。 
2.繰上償還する本新株予約権付社債について 
イ.銘柄（回号）    株式会社フレームワークス第１回無担保転換社債型新株 

予約権付社債 
（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付） 

ロ.転換状況       
累計転換価額    150,000千円（転換率10％） 
転換株式総数    1,456.87株 
発行株式の種類    普通株式 
発行済株式数     66,688.87株(平成18年5月31日現在） 
資本金       612,480千円(平成18年5月31日現在） 

ハ.繰上償還対象総額   1,350,000千円 
ニ.繰上償還期日        平成18年7月18日 
ホ.繰上償還金額        額面100円につき金100円 
なお、本新株予約権付社債の繰上償還資金につきましては、銀行借入により
充当いたしました。 
＜資金の借入＞ 
(1) 長期借入金 
①借入先    株式会社静岡銀行 
②借入金額   700,000千円 
③借入利率   当初2.0％（変動金利） 
④借入日    平成18年６月30日 
⑤借入期間   7年間 
⑥返済方法   1年間据置後、元金均等返済 
⑦借入方法   無担保・無保証 
⑧資金使途   本新株予約権付社債の償還資金 
(2) 残りの償還資金650,000千円につきましては、一旦、短期銀行借入により賄
い、返済期限(平成18年７月25日)到来後は第１回無担保社債(私募債)の発行に
より充当しました。 

  
（社債の発行） 
当社は、平成18年7月14日開催の取締役会において、第１回無担保社債（私募債）の
発行を決議いたしました。 
1.資金調達の目的 
第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上償還資金1,350,000千円の資金調
達に関しまして、長期銀行借入700,000千円と短期銀行借入650,000千円により充当
していましたが、短期銀行借入の返済期限が到来したことにより本社債の発行にて
650,000千円を資金調達することといたしました。 
2.第1回無担保社債（私募債）の概要 
(1)社債の名称        株式会社フレームワークス第１回無担保社債 

(株式会社みずほ銀行保証付及び適格機関投資家限定) 
(2)社債の総額      650,000千円 
(3)年限         5年 
(4)償還方法       半年毎定時償還 
(5)利率         当初0.68％（変動金利） 
(6)発行価額       額面100円につき金100円  
(7)償還価額       額面100円につき金100円 
(8)発行日        平成18年7月25日 
(9)償還期日       平成23年7月25日 
  



  

  

当連結会計年度 
（ 自 平成17年６月１日 

   至 平成18年５月31日 ） 
(10)発行形態       無担保・無格付 
(11)総額引受人      株式会社みずほ銀行 
(12)財務代理人      株式会社みずほ銀行 
(13)保証人        株式会社みずほ銀行 
(14)資金使途       第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の償還資金 
(15)その他重要な特約事項  
本社債には、財務制限条項がついており、以下の条項に抵触した場合、総額
引受人の請求によって一括償還することがあります。 
・平成19年5月期において、損益計算書に示される経常損益が経常損失となっ
た場合、その基準とした決算期の末日より4ヶ月を経過したとき 
・払込期日以降2期連続して損益計算書に示される経常損益が経常損失となっ
た場合、その基準とした2期目の決算期の末日より4ヶ月を経過したとき 
・払込期日以降、平成18年5月期末の貸借対照表の純資産の部の金額の70％を
下回った場合、その基準とした決算期の末日より4ヶ月を経過したとき 

  



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

(注)1.第１回無担保転換社債型新株予約権付社債は、平成18年２月から平成18年５月までに総額 

150,000千円の新株予約権の行使がなされております。 

また、平成18年７月18日に未償還残高1,350,000千円を繰上償還しており、当期末残高の 

(  )内は、１年以内の償還予定を内書しております。 

2.新株予約権付社債に関する記載は次のとおりであります。 

(注)1.転換価額の修正 

本新株予約権付社債の発行後、毎月第２金曜日（以下「決定日」という。）の翌取引日以降、転換価

額は、決定日まで（当日を含む。）の５連続取引日（ただし、終値のない日は除き、決定日が取引日で

ない場合には、決定日の直前の取引日までの５連続取引日とする。）の株式会社東京証券取引所におけ

る当社普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値の90％に相当する金額（円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を切り捨てる。）に修正されます。 

2.連結決算日後5年以内における償還額は次のとおりであります。 

(注) 平成18年７月18日に未償還残高1,350,000千円を繰上償還しておりますので、１年以内の償還額と

して記載しております。 

  

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

利率 
(%) 

担保 償還期限 

株式会社 
フレーム 
ワークス 

第１回 
無担保転換社債型 
新株予約権付社債 

平成18年 
２月３日 

― 
1,350,000 

― なし 
平成20年 
２月１日 (1,350,000) 

合計 ― ― ― 
1,350,000 

― ― ― 
(1,350,000) 

銘柄 第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 

発行すべき株式 普通株式   

新株予約権の発行価額(円) 無償   

株式の発行価格(円) 
155,000   

(当初発行価格)   

発行価額の総額(千円) 1,500,000   

新株予約権の行使により発行した 
株式の発行価額の総額(千円) 

150,000   

新株予約権の付与割合(%) 100.0   

新株予約権の行使期間 
自 平成18年２月６日 
至 平成20年１月31日 

１年以内(千円) 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

1,350,000 ― ― ― ― 



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  

   
前事業年度

(平成17年５月31日) 
当事業年度 

(平成18年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   980,447 81,075 

２ 売掛金   399,606 363,816 

３ 前払費用   27,312 ― 

４ 繰延税金資産   36,845 34,663 

５ その他   3,639 26,189 

貸倒引当金   △5,512
  

△1,176 
  

流動資産合計   1,442,338 76.7 504,568 19.8

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物  24,566 26,376   

減価償却累計額  △4,942 19,623 △6,810 19,566 

(2) 器具備品  49,389 107,627   

減価償却累計額  △31,605 17,783 △53,062 54,564 

有形固定資産合計   37,407 2.0 74,131 2.9

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア   108,618 127,056 

(2) その他   779 779 

無形固定資産合計   109,397 5.8 127,836 5.0

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   20,730 103,900 

(2) 関係会社株式   10,883 1,643,207 

(3) 繰延税金資産   156,282 ― 

(4) 敷金保証金   47,656 58,213 

(5) 権利金 ※2  25,748 5,718 

(6) 保険積立金   28,840 35,210 

投資その他の資産合計   290,141 15.5 1,846,250 72.3

固定資産合計   436,946 23.3 2,048,217 80.2

資産合計   1,879,284 100.0 2,552,785 100.0

      



  

  

   
前事業年度

(平成17年５月31日) 
当事業年度 

(平成18年５月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   1,108 19,731 

２ 未払金   102,345 96,725 

３ 未払費用   54,829 74,461 

４ 未払法人税等   27,500 5,290 

５ 未払消費税等   17,302 2,054 

６ 前受収益   29,145 ― 

７ 賞与引当金   15,724 16,658 

８ その他   4,615 21,902 

流動負債合計   252,570 13.5 236,823 9.3

Ⅱ 固定負債     

１ 社債   ― 1,350,000 

２ 繰延税金負債   ― 11,840 

３ 退職給付引当金   33,117 44,829 

４ 役員退職慰労引当金   95,371 101,023 

固定負債合計   128,489 6.8 1,507,693 59.0

負債合計   381,060 20.3 1,744,517 68.3

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  533,430 28.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

資本準備金  597,214 ―   

資本剰余金合計   597,214 31.8 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

１ 任意積立金     

(1) 特別償却準備金  2,248 ―   

(2) 別途積立金  19,000 ―   

２ 当期未処分利益  346,332 ―   

利益剰余金合計   367,580 19.5 ― ―

資本合計   1,498,224 79.7 ― ―

負債・資本合計   1,879,284 100.0 ― ―

(純資産の部)     

Ⅰ  株主資本     

１ 資本金   ― ― 612,480 24.0

 ２ 資本剰余金     

  資本準備金  ― 676,264   

 資本剰余金合計   ― ― 676,264 26.5

 ３ 利益剰余金     

    その他利益剰余金     

特別償却準備金  ― 979   

  別途積立金  ― 19,000   

  繰越利益剰余金  ― △517,350   

利益剰余金合計   ― ― △497,371 △19.5

４ 自己株式   ― △79 

株主資本合計   ― ― 791,293 31.0

Ⅱ 評価・換算差額等     

  その他有価証券評価 
  差額金 

  ― 16,975 

評価・換算差額等合計   ― ― 16,975 0.7

純資産合計   ― ― 808,268 31.7

負債純資産合計   ― ― 2,552,785 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

    
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高     1,954,635 100.0 1,364,802 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１       

１ 当期商品仕入高   116,577 143,151     

２ 当期製品製造原価   1,072,882 1,189,459 60.9 1,094,610 1,237,761 90.7 

売上総利益     765,175 39.1 127,040 9.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   583,278 29.8 710,209 52.0 

営業利益又は営業損失
(△) 

    181,896 9.3 △583,168 △42.7 

Ⅳ 営業外収益         

１ 保険配当金   278 342     

２ 受取手数料   342 85     

３ その他   112 733 0.0 445 873 0.0 

Ⅴ 営業外費用         

１ 支払利息   369 1,423     

２ 社債発行費   ― 14,767     

３ 新株発行費   10,889 595     

４ 株式上場費用   8,657 ―     

５ 投資事業組合損失   ― 19,099     

６ その他   1,472 21,387 1.1 50 35,936 2.6 

経常利益又は経常損失
(△) 

    161,243 8.2 △618,231 △45.3 

Ⅵ 特別利益         

１ 貸倒引当金戻入益   804 ―     

２ 投資有価証券売却益   5,606 6,410 0.4 ― ― ― 

Ⅶ 特別損失         

１  投資有価証券評価損   ― 68,002     

２  東京本部移転費用   ― ― ― 13,478 81,481 6.0 

税引前当期純利益又は 
税引前当期純損失(△) 

    167,653 8.6 △699,713 △51.3 

法人税、住民税及び 
事業税 

  73,450 6,128     

法人税等調整額   △14,050 59,399 3.1 159,109 165,237 12.1 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

    108,254 5.5 △864,951 △63.4 

前期繰越利益     238,078 ―   

当期未処分利益     346,332 ―   



製造原価明細書 

  

 (脚注) 

  

    
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 構成比(％) 金額(千円) 構成比(％)

Ⅰ 労務費 ※２ 538,900 50.2 622,361 56.8

Ⅱ 外注費   336,749 31.4 249,208 22.8

Ⅲ 経費 ※３ 197,231 18.4  223,040 20.4

当期総製造費用   1,072,882 100.0 1,094,610 100.0

当期製品製造原価   1,072,882 1,094,610  

       

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

※１ 原価計算の方法はプロジェクト別予定原価計算を

採用しております。 

※１          同左 

※２ 労務費のうち主なものは次のとおりであります。 

給与手当 395,104千円

賞与 61,000千円

賞与引当金繰入額 12,156千円

退職給付費用 7,431千円

法定福利費 59,447千円

※２ 労務費のうち主なものは次のとおりであります。 

給与手当 454,160千円

賞与 70,270千円

賞与引当金繰入額 12,321千円

退職給付費用 13,118千円

法定福利費 67,935千円

※３ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

旅費交通費 61,515千円

賃借料 41,287千円

消耗品費 30,666千円

減価償却費 31,175千円

※３ 経費のうち主なものは次のとおりであります。 

旅費交通費 77,081千円

賃借料 50,138千円

消耗品費 29,925千円

減価償却費 42,144千円



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

※ 当事業年度における「キャッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表等に記載しております。 

  

  
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

区分 
注記

番号
金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前当期純利益   167,653 

減価償却費   40,006 

固定資産除却損   381 

投資有価証券売却益   △5,606 

貸倒引当金の増減額(減少：△)   △804 

賞与引当金の増減額(減少：△)   2,557 

退職給付引当金の増減額(減少：△)   5,023 

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△)   13,522 

受取利息   △5 

支払利息   369 

新株発行費   10,889 

株式上場費用   8,657 

売上債権の増減額(増加：△)   117,740 

権利金の償却額   19,501 

その他の資産の増減額(増加：△)   △18,512 

仕入債務の増減額(減少：△)   △1,373 

その他の負債の増減額(減少：△)   22,670 

未払消費税等の増減額(減少：△)   △2,245 

小計   380,427 

利息の受取額   5 

利息の支払額   △369   

株式上場に伴う支払額   △13,462 

法人税等の支払額   △151,950 

営業活動によるキャッシュ・フロー   214,650 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形・無形固定資産の取得による支出   △83,856 

投資有価証券売却による収入   21,340 

敷金保証金の差入による支出   △8,175 

敷金保証金の返還による収入   1,118 

権利金の支払額   △45,250 

関係会社株式取得による支払   △10,883 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △125,706 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

   株式の発行による収入   558,750 

  財務活動によるキャッシュ・フロー   558,750 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少：△)   647,695 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   332,752 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高   980,447 

    



④ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

  

株主資本等変動計算書 

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

  

  
前事業年度

（株主総会承認日 
    平成17年８月25日） 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 346,332

Ⅱ 任意積立金取崩額 

特別償却準備金取崩額 634 634

合計 346,966

Ⅲ 次期繰越利益 346,966

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成17年5月31日残高(千円) 533,430 597,214 597,214 

事業年度中の変動額(千円)       

新株の発行 79,050 79,050 79,050 

特別償却準備金の取崩       

当期純損失       

自己株式の取得       

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額

（純額） 

      

事業年度中の変動額合計 

(千円) 
79,050 79,050 79,050 

平成18年5月31日残高(千円) 612,480 676,264 676,264 



  

  

  

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 

合計 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
特別償却 

準備金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成17年5月31日残高(千円) 2,248 19,000 346,332 367,580 ― 1,498,224

事業年度中の変動額(千円)             

新株の発行           158,100

特別償却準備金の取崩 △1,268   1,268 ―   ―

当期純損失     △864,951 △864,951   △864,951

自己株式の取得         △79 △79

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額

（純額） 

            

事業年度中の変動額合計 

(千円) 
△1,268 ― △863,682 △864,951 △79 △706,930

平成18年5月31日残高(千円) 979 19,000 △517,350 △497,371 △79 791,293

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成17年5月31日残高(千円) ― ― 1,498,224 

事業年度中の変動額(千円)       

新株の発行     158,100 

特別償却準備金の取崩     ― 

当期純損失     △864,951 

自己株式の取得     △79 

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額

（純額） 

16,975 16,975 16,975 

事業年度中の変動額合計 

(千円) 
16,975 16,975 △689,955 

平成18年5月31日残高(千円) 16,975 16,975 808,268 



重要な会計方針 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  

  

  

  

  

(2)その他有価証券 

―――― 

  

  

  

  

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法(ただし、

投資事業組合への出資金について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎として、持分相当額を純額で

取り込む方法) 

(2)その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

 時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法(平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物附属設備を除く)

については、定額法を採用しており

ます。) 

主な耐用年数 建物   15～39年 

       器具備品 ４～15年 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

 ・市場販売目的のソフトウェア 

見込販売収益に基づく償却額と残

存有効期間(３年以内)に基づく償

却額を比較し、いずれか大きい額

を償却費として計上する方法 

(2) 無形固定資産 

 ・市場販売目的のソフトウェア 

同左 

  

   ・自社利用目的のソフトウェア 

定額法 

耐用年数 社内における利用可能

期間(５年) 

 ・自社利用目的のソフトウェア 

同左 

  (3) 権利金 (3)権利金 

   ・契約期間に基づく定額法 同左 

３ 繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

支出時に全額費用として処理して

おります。 

（追加情報） 

平成16年６月３日を払込期日とす

る一般募集による新株式の発行は、

引受証券会社が引受価額で買取引受

を行い、これを引受価額と異なる発

行価格で一般投資家に販売するスプ

レッド方式によっております。 

スプレッド方式では、発行価格と

引受価額との差額40,000千円が事実

上の引受手数料であり、引受価額と

同一の発行価格で一般投資家に販売

する従来の方式であれば新株発行費

として処理されていたものでありま

す。 

このため、従来の方式によった場

合に比べ、新株発行費の額と資本金 

(1) 新株発行費 

同左 

  

―――― 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

  及び資本準備金合計額は、それぞ

れ40,000千円少なく計上され、経常

利益及び税引前当期純利益は同額多

く計上されております。 

  

  (2)   ―――― (2)社債発行費 

支出時に全額費用として処理してお

ります。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れに備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権が発生し

た場合については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金  

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、当事業年度に負担すべき支給見

込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職慰労引当金 

 役員退職慰労金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。  

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

５ 収益及び費用の計上基準  売上高のうち、システム・インテグ

レーション及びコンサルティングによ

る売上については、プロジェクト毎に

プロジェクト原価を発生基準で認識

し、これに対応する売上を原価進捗率

(プロジェクト別の見積原価に対応す

る実際発生原価の割合)に応じて認識

する方法(進行基準)によっておりま

す。 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

―――― 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限及び満期の到来する短期投資からな

っております。 

―――― 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  消費税等の会計処理 

同左 

      



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

808,268千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の「純資産の部」については、改正

後の財務諸表等規則により作成しております。 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

───── （貸借対照表関係） 

前事業年度において流動資産に区分掲記しておりまし

た「前払費用」は、資産総額の100分の1以下となったた

め、当事業年度より流動資産の「その他」に含めて表示

しております。なお当事業年度の流動資産の「その他」

に含まれる「前払費用」は、22,952千円であります。 

前事業年度において流動負債に区分掲記しておりまし

た「前受収益」は、資産総額の100分の1以下となったた

め、当事業年度より流動負債の「その他」に含めて表示

しております。なお当事業年度の流動負債の「その他」

に含まれる「前受収益」は、15,644千円であります。 

  



(貸借対照表関係) 

  

(損益計算書関係) 

  

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

※ 当事業年度における「キャッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表等に記載しております。 

  

前事業年度 
(平成17年５月31日) 

当事業年度
(平成18年５月31日) 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式 219,136株

   発行済株式総数 普通株式 65,070株

※１       ───── 

※２ 他社が作成したソフトウェアを当社製品に組み込 

んで販売するための権利金であります。 

  

※２         同左 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

※１ 売上原価に含まれる研究開発費は次のとおりであ

ります。 

180,365千円

※１ 売上原価に含まれる研究開発費は次のとおりであ

ります。 

131,315千円

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は38％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は62％であ

ります。 

   販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

役員報酬 83,812千円

給与手当 152,719 

賞与 16,353 

賞与引当金繰入額 3,567 

退職給付費用 2,766 

役員退職慰労引当金繰入額 13,522 

旅費交通費 46,442 

減価償却費 8,831 

支払報酬 33,158 

広告宣伝費 50,165 

消耗品費 38,251 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は31％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は69％であ

ります。 

   販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

役員報酬 76,119千円

給与手当 218,194 

賞与 26,765 

賞与引当金繰入額 4,337 

退職給付費用 3,147 

役員退職慰労引当金繰入額 9,358 

旅費交通費 52,666 

減価償却費 22,724 

支払報酬 69,945 

広告宣伝費 26,172 

消耗品費 28,119 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

(平成17年５月31日現在)

現金及び預金勘定 980,447千円

現金及び現金同等物 980,447千円

───── 



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 自己株式に関する事項 

   （変動理由） 増加数の内訳は、端株の買取による増加であります。 

  

  

(リース取引関係) 

  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） ― 0.87 ― 0.87 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1)       ───── 

───── 

          
  

(2)       ───── 

  

  

  

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額 

支払リース料 790千円

減価償却費相当額 700千円

支払利息相当額 4千円

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と 

する定額法によっております。 

  

 (5) 利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

２ 転貸リース取引  

 (1) 未経過受取リース料期末残高 

１年内 2,440千円

合計 2,440千円

───── 

 (2) 未経過支払リース料期末残高 

１年内 2,440千円

合計 2,440千円

  



(有価証券関係) 

当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、「有価証券関係」（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを

除く）については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

前事業年度(平成17年５月31日) 

１ 当事業年度中に売却したその他有価証券(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

  

         21,340          5,606            ― 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

当事業年度(平成18年５月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

 (デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

  

(退職給付関係) 

※ 当事業年度における「退職給付関係」については、連結財務諸表等に記載しております。 

  

売  却  額(千円)   売却益の合計額(千円)  売却損の合計額(千円) 

(1) その他有価証券   

  非上場株式 20,730千円 

(1) 子会社株式及び関連会社株式            

  子会社株式 10,883千円 

前事業年度 
(平成17年５月31日) 

当事業年度
(平成18年５月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を設

けております。 

───── 

２ 退職給付債務に関する事項 

  (注) 退職給付に係る会計基準の小規模企業等にお

ける簡便法を採用しております。 

退職給付債務(注) 33,117千円

退職給付引当金 33,117千円

  

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用 10,197千円

  



(税効果会計関係) 

  

  

(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

 当社は関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

前事業年度 
(平成17年５月31日) 

当事業年度
(平成18年５月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

  ［流動資産］ 

  ［固定資産］ 

   繰延税金負債 

 未払事業税 3,983千円

 賞与引当金 6,248千円

 未払賞与 17,283千円

 その他 10,051千円

繰延税金資産小計 37,567千円

評価性引当額 △707千円

繰延税金資産合計 36,859千円

繰延税金負債 

 その他 △14千円

繰延税金資産の純額 36,845千円

 役員退職慰労引当金 37,900千円

 ソフトウェア開発費 100,509千円

 投資有価証券評価損 1,696千円

 退職給付引当金 12,844千円

 その他 6,918千円

繰延税金資産小計 159,870千円

評価性引当額 △2,523千円

繰延税金資産合計 157,346千円

 特別償却準備金 △1,064千円

繰延税金資産の純額 156,282千円

  

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  繰延税金資産 

  ［流動資産］ 

未払事業税 708千円

賞与引当金 6,620千円

未払賞与 22,819千円

仕掛品 17,703千円

投資事業組合損失 4,553千円

その他 6,735千円

繰延税金資産小計 59,141千円

評価性引当額 △24,477千円

繰延税金資産合計 34,663千円

 ［固定資産］ 

  

  繰延税金負債 

  ［固定負債］ 

  

役員退職慰労引当金 40,146千円

ソフトウェア開発費 100,741千円

投資有価証券評価損 28,721千円

退職給付引当金 17,815千円

繰越欠損金 217,969千円

その他 6,178千円

繰延税金資産小計 411,573千円

評価性引当額 △411,573千円

繰延税金資産合計 ―千円

その他有価証券評価差額金 △11,194千円

特別償却準備金 △645千円

繰延税金負債小計 △11,840千円

繰延税金負債の純額 △11,840千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 39.7％

 (調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.7％

住民税均等割 3.1％

試験研究費の特別控除 △1.3％

情報通信機器等取得の特別控除 △8.3％

その他 0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.4％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

当事業年度は、税引前当期純損失を計上しておりま

すので、記載を省略しております。 

  
 



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

 該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成17年６月１日 至 平成18年５月31日) 

 当事業年度については、連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  
  

(１株当たり情報) 

(注)  １株当たり当期純利益、１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、下記のと

おりであります。 

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり純資産額 23,024円81銭 １株当たり純資産額 12,120円15銭

１株当たり当期純利益金額 1,696円77銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
1,645円60銭

   

１株当たり当期純損失金額 13,234円66銭

    

   

当社は平成16年10月20日付で普通株式１株を４株に分

割しております。当該株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の前事業年度における１株当たり情報につい

ては、それぞれ以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 14,888円84銭

１株当たり当期純利益金額 1,919円29銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在するものの、１株当たり当期純

損失であるため、記載しておりません。 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失金額   

 当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 108,254 △864,951 

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

 普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失(△)(千円) 

108,254 △864,951 

 普通株式の期中平均株式数(株) 63,800 65,355 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

 当期純利益調整額(千円) ― ― 

 普通株式増加数(株) 1,984 ― 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含めな

かった潜在株式の概要 

───── 旧商法第280条ノ19第１項
の規定に基づく新株引受権1
種類 (潜在株式の数1,248
個)、平成13年改正旧商法第
280条ノ20及び第280条ノ21
の規定に基づく新株予約権1
種類(潜在株式の数1,379個)
及び第1回無担保転換社債型
新株予約権付社債(目的とな
る 株 式 の 数  普 通 株 式 
14,516株)(平成18年５月31
日現在) 
  



(重要な後発事象) 

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

（新株予約権の発行） 

 当社は平成17年８月25日開催の定時株主総会におい

て、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づ

く新株予約権の発行を決議いたしました。その概要は以

下のとおりであります。 

(1)新株予約権の割当てを受ける者 

   当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員、

相談役及び当社と顧問契約を締結している顧問並び

に受入出向者 

(2)新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

   当社普通株式1,000株を総株数の上限とする。 

   なお、新株予約権発行後、当社が株式分割または

株式併合を行う場合、次の算式により調整し、調整

により生ずる１株未満の端数については、１株の

100分の1の整数倍に当たる部分は、新株予約権の目

的たる株式の数としてこれを取扱い、１株の100分

の1に満たない端数の部分はこれを切捨てる。ただ

し、かかる調整は、その時点で対象者が新株予約権

を行使していない目的たる株式の数についてのみ行

われるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数× 

分割(または併合)の比率 

(3)発行する新株予約権の総数 

   1,000個を上限とする。 

   なお、新株予約権１個当たりの目的となる株式  

数（以下、「付与株式数」）は１株とする。ただ

し、上記(2)に定める株式の数の調整を行った場合

は、同様の調整を行う。 

(4)新株予約権の発行価額 

   無償とする。 

(5)新株予約権行使時に払込みをなすべき金額 

   新株予約権１個当たりの払込みをなすべき金額

は、新株予約権の行使により発行または移転する株

式１株当たりの払込金額（以下、「払込価額」）に

新株予約権１個当たりの付与株式数を乗じた金額と

する。 

 払込価額は、新株予約権発行の日の属する月の前

月の各日（取引が成立しない日を除く）における㈱

東京証券取引所の当社株式普通取引の終値の平均値

に1.02を乗じた金額とし、算出により生じる千円未

満の端数は切上げる。ただし、当該金額が新株予約

権発行の日の終値（当日に取引が成立しない場合

は、それに先立つ直近の取引が成立した日の終値）

を下回る場合は、当該終値とする。なお、新株予約

権発行後、当社が株式の分割または株式の併合を行

う場合は、次の算式により調整し、調整により生ず

る1円未満の端数については、これを切上げる。  

   調整後払込価額＝調整前払込価額× 

１／分割(または併合)の比率 

   また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る払

込価額で新株を発行（新株予約権の行使により新株

式を発行する場合及び平成14年４月１日改正前商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使によ

り新株式を発行する場合は、含まない）または自己

株式の処分を行う場合は、新株予約権の目的たる株

式の払込価額を、次の算式により調整し、調整によ

り生ずる1円未満の端数については、これを切上げ

る。 

───── 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

  

  

(6)新株予約権の権利行使期間 

  平成19年８月26日から平成23年８月25日まで 

  

───── 

  

  

調整後 
払込価額 ＝ 

調整前 
払込価額 × 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数×1株当たりの払込価額
  新株式発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

  

  

  

  

  

  

  

（社債の繰上償還） 

当社は、平成18年7月3日開催の取締役会において、平
成18年2月3日に発行いたしました第１回無担保転換社債
型新株予約権付社債（以下、「本新株予約権付社債」と
いう。）について、繰上償還条項に基づき繰上償還する
ことを決議いたしました。 
1.繰上償還を行う理由 
当社は、新規子会社（株式会社日本ビジネスクリ
エイトおよび株式会社シーエスシステムズ）の株式
取得資金につきまして、有利子負債抑制による財務
体質の健全化などを目的として平成18年2月3日に本
新株予約権付社債1,500,000千円を発行いたしまし
た。 
しかしながら、その後の業績推移や株式市場環境
の変化による株価の動向から、当社は当初の資本戦
略を見直すこととし、本新株予約権付社債の残存す
る額面総額を繰上償還することといたしました。 
2.繰上償還する本新株予約権付社債について 
イ.銘柄（回号）   株式会社フレームワークス 

第１回無担保転換社債型新株
予約権付社債（転換社債型新
株予約権付社債間限定同順位
特約付） 

ロ.転換状況       
累計転換価額   150,000千円（転換率10％） 
転換株式総数   1,456.87株 
発行株式の種類  普通株式 
発行済株式数   66,688.87株 

(平成18年5月31日現在） 
資本金      612,480千円 

(平成18年5月31日現在） 
ハ.繰上償還対象総額 1,350,000千円 
ニ.繰上償還期日     平成18年7月18日 
ホ.繰上償還金額     額面100円につき金100円 
なお、本新株予約権付社債の繰上償還資金につ
きましては、銀行借入により充当いたしました。 
＜資金の借入＞ 
(1) 長期借入金 
①借入先     株式会社静岡銀行 
②借入金額    700,000千円 
③借入利率    当初2.0％（変動金利） 
④借入日     平成18年６月30日 
⑤借入期間    7年間 
⑥返済方法    1年間据置後、元金均等返済 
⑦借入方法    無担保・無保証 
⑧資金使途     本新株予約権付社債の償還 

資金 
(2) 残りの償還資金650,000千円につきましては、
一旦、短期銀行借入により賄い、返済期限(平成
18年７月25日)到来後は第１回無担保社債(私募
債)の発行により充当しました。 
  

  



  

  

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

当事業年度
(自 平成17年６月１日 
至 平成18年５月31日) 

  

───── 
（社債の発行） 
当社は、平成18年7月14日開催の取締役会において、
第１回無担保社債（私募債）の発行を決議いたしまし
た。 
1.資金調達の目的 
第1回無担保転換社債型新株予約権付社債の繰上償
還資金1,350,000千円の資金調達に関しまして、長期
銀行借入700,000千円と短期銀行借入650,000千円によ
り充当していましたが、短期銀行借入の返済期限が到
来したことにより本社債の発行にて650,000千円を資
金調達することといたしました。 
2.第1回無担保社債（私募債）の概要 
(1)社債の名称     株式会社フレームワークス 

第１回無担保社債（株式会 
社みずほ銀行保証付及び 
適格機関投資家限定） 

(2)社債の総額    650,000千円 
(3)年限       5年 
(4)償還方法     半年毎定時償還 
(5)利率       当初0.68％（変動金利） 
(6)発行価額     額面100円につき金100円  
(7)償還価額     額面100円につき金100円 
(8)発行日      平成18年7月25日 
(9)償還期日     平成23年7月25日 
(10)発行形態    無担保・無格付 
(11)総額引受人   株式会社みずほ銀行 
(12)財務代理人   株式会社みずほ銀行 
(13)保証人     株式会社みずほ銀行 
(14)資金使途     第1回無担保転換社債型新株 

予約権付社債の償還資金 
(15)その他重要な特約事項  
本社債には、財務制限条項がついており、以下
の条項に抵触した場合、総額引受人の請求によっ
て一括償還することがあります。 
・平成19年5月期において、損益計算書に示さ
れる経常損益が経常損失となった場合、その
基準とした決算期の末日より4ヶ月を経過し
たとき 
・払込期日以降2期連続して損益計算書に示さ
れる経常損益が経常損失となった場合、その
基準とした2期目の決算期の末日より4ヶ月を
経過したとき 
・払込期日以降、平成18年5月期末の貸借対照
表の純資産の部の金額の70％を下回った場
合、その基準とした決算期の末日より4ヶ月
を経過したとき 

   



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【その他】 

  

  

【有形固定資産等明細表】 

  

(注) 当期増加額のうち主なものは、以下の通りです。 

      器具備品   ファイルサーバー・バックアップシステム  48,500千円 

      ソフトウェア 在庫ネットワーク評価ツール         9,500千円 

             拠点ネットワーク評価ツール        17,700千円 

             自動ソース生成開発ツール         10,200千円 

     

  

【引当金明細表】 

  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

株式会社バルク 500 33,900 

株式会社フロンティア・ドメイン 400 60,000 

小計 900 93,900 

計 900 93,900 

銘柄 出資口数(口)
貸借対照表計上額 

(千円) 

投資有価証券 その他有価証券 

ハープ匿名組合 4 10,000 

小計 4 10,000 

計 4 10,000 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産               

 建物 24,566 4,525 2,714 26,376 6,810 2,699 19,566 

 器具備品 49,389 58,476 238 107,627 53,062 21,676 54,564 

 有形固定資産計 73,955 63,002 2,953 134,004 59,873 24,376 74,131 

無形固定資産               

 ソフトウェア 208,843 58,930 ― 267,773 140,716 40,491 127,056 

 その他 779 ― ― 779 ―  ― 779 

 無形固定資産計 209,623 58,930 ― 268,553 140,716 40,491 127,836 

当期減少額 当期減少額



(注) 貸倒引当金の当期減少額は、洗替による戻入額であります。 

 区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

(目的使用)
(千円) 

(その他)
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 5,512 ― ― 4,336 1,176 

賞与引当金 15,724 16,658 15,724 ― 16,658 

役員退職慰労引当金 95,371 9,358 3,706 ― 101,023 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成18年５月31日現在)における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

② 売掛金 

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜処理を採用しておりますが、上記「当期発生高」「当期回収高」には消費税等が含まれておりま

す。 

  

区分 金額(千円) 

現金 259 

預金 

当座預金 90 

普通預金 80,725 

計 80,816 

合計 81,075 

相手先 金額(千円) 

日本電気株式会社 90,678 

メルダスシステムエンジニアリング株式会社 33,968 

ＵＦＪセントラルリース株式会社 25,542 

ＴＨＫ株式会社 6,300 

ＣＪ Ｓystems Ｃorp. 5,800 

進行基準売上 157,768 

その他 43,759 

合計 363,816 

前期繰越高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

次期繰越高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

399,606 1,431,612 1,467,403 363,816 80.13 97.3 



③ 関係会社株式 

  

④ 買掛金 

  

⑤ 社債 

  

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

  銘柄 金額(千円) 

  北京飛龍日恒科技有限公司 10,883 

  株式会社日本ビジネスクリエイト 641,669 

子会社株式 株式会社シーエスシステムズ 895,497 

  AGインベストメント1号投資事業組合 51,926 

  マトリックス・FWX投資事業組合 43,230 

  合計 1,643,207 

相手先 金額(千円) 

東芝テック株式会社 8,553 

パナソニックソリューションテクノロジー株式会社 6,665 

株式会社アプレッソ 2,457 

株式会社デンソーウェーブ 1,078 

日本アビオニクス株式会社 363 

その他 614 

合計 19,731 

内容 金額(千円) 

第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 1,350,000 

合計 1,350,000 



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注) 平成18年８月25日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告方法は次のとおりとなりました。 

当会社の公告は、電子公告により行う。ただし、電子公告によりことができない事故その他やむをえない事由が生じた

ときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

     公告掲載URL  http://www.frame-wx.com/ 

   

  

  

決算期 ５月31日 

定時株主総会 ８月中 

基準日 ５月31日 

株券の種類 １株券、10株券 

中間配当基準日 11月30日 

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

(1)  有価証券報告書及びその添付書類 
(事業年度(第15期) 自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日)   

平成17年８月26日 
東海財務局長に提出 

        

(2) 臨時報告書 

  

平成17年11月22日 
東海財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨
時報告書であります。  

        
(3) 臨時報告書 

  

平成17年12月28日 
東海財務局長に提出 

  企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨
時報告書であります。  

        
(4) 臨時報告書の訂正報告書 

  

平成18年１月12日 
東海財務局長に提出 

  上記(2)に係る訂正報告書であります。     
        
(5) 有価証券届出書（新株予約権付社債）及びその添付書類   平成18年１月18日 

東海財務局長に提出 

        
(6) 臨時報告書 

  

平成18年１月27日 
東海財務局長に提出 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨
時報告書であります。  

       

(7) 半期報告書 
(事業年度(第16期中) 自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 

  

平成18年２月20日 
東海財務局長に提出 

    
(8) 半期報告書の訂正報告書 

(事業年度(第16期中) 自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 
  

平成18年３月31日 
東海財務局長に提出 

    
(9) 半期報告書の訂正報告書 

(事業年度(第16期中) 自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 
  

平成18年５月19日 
東海財務局長に提出 

    
(10) 臨時報告書 

  

平成18年７月21日 
東海財務局長に提出 

  
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号並びに第19号の規定に基づく臨時報告書
であります。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社フレームワークス 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フレームワークスの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について

監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社フレームワークス及び連結子会社の平成18年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度

の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月３日開催の取締役会において第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の繰上償還を決議している。 

２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月14日開催の取締役会において第１回無担保社債の

発行を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年８月25日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  長  岡  弘  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  深  沢  烈  光  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社フレームワークス 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フレームワークスの平成16年６月１日から平成17年５月31日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フレームワークスの平成17年５月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成17年８月25日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  長  岡  弘  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  深  沢  烈  光  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

株式会社フレームワークス 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社フレームワークスの平成17年６月１日から平成18年５月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社フレームワークスの平成18年５月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

１. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月３日開催の取締役会において第１回無担保転換社

債型新株予約権付社債の繰上償還を決議している。 

２. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月14日開催の取締役会において第１回無担保社債の

発行を決議している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

平成18年８月25日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ  

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  長  岡  弘  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  深  沢  烈  光  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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